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(p.1) 
1. 要約 
 

たとえ 2度の気温上昇であっても地球にとって非常に危険であることが科学的に明らかにされ

ているにもかかわらず、多くの人が、このレベルまたはそれ以上の気温上昇を防ぐことができる

という自信を急速に失っている。しかし気候の破局は避けることが可能である。それには普段の

政治以上の政治的リーダーシップと勇気ある政治主導が必要とされる。 

この報告は、ヨーロッパが如何にしてそのリーダーシップを示せるかを検証するものである。す

なわち、まず域内での迅速な温室効果ガス削減行動の実行、次に気候変動と開発の双子の危機に

取り組む他国を支援する国際的義務を満たすことである。 

最初に、ヨーロッパが短期間での時間枠で大幅な排出ガス削減を達成することができる低温室

効果ガスな未来社会への移行にどのようにすれば着手できるのかを分析する。EU27カ国に対し、

1990年比で2020年40%削減、2050年90%削減を達成可能とする詳細な部門別の緩和シナリオを示

す。このシナリオではこの大幅な削減はエネルギー効率の急速な改善、化石燃料撤退の加速と、

風力、太陽光、波力、地熱やバイオマスベースの熱電併給を含む様々な種類の再生可能エネルギ

ーへの大幅な移行の組み合わせにより達成される。 

２つ目に、世界の途上国が低温室効果ガスな未来社会へと移行することを支援するヨーロッパ

の国際義務を評価する。世界の貧困国が気候変動危機と同時に厳しい開発危機に直面している背

景を考慮するにあたり、温室効果ガス開発権（GDRs：Greenhouse Development Rights）枠組

み (Baer et al, 2008) を世界的な気候問題への努力の公正な貢献分を評価するための基本として

用いた。我々はヨーロッパの公正な負担は想定される平均緩和費用に応じて2020年に1,500億～

4,500億ユーロと概算する。またそれは2020年に予想されるEUのGDP、13兆6000億ユーロのそ

れぞれ1.1%、3.3%である。 

Friends of the Earth (FoE) 欧州の要望により、本分析は潜在的に大幅な緩和選択肢の使用に

訴えずに特定レベルの排出ガス削減が達成できるかどうか調査するために設計されている。特に、

原子力発電の新設なし、現行の原子力発電所の段階的廃止、化石燃料ベース発電へのCCS利用な

し、EU域内で生産されたか輸入かによらずバイオ燃料なし、の点を仮定している。たとえこれら

の緩和選択肢がなくても、ヨーロッパは域内のみで、すなわち国際的オフセットを用いなくても、

2020年40%目標を十分満たすことが可能である1。 

シナリオの技術的対策に加え、低炭素な未来へ必要とされる移行の促進補助における充足性と

公平性の役割も検証している。これは「現状のまま（BAU：Business as Usual）」で想定される

将来に比べ唯物主義ではない将来を表している低いGDPレベルに反映されているが、それでも今

日よりずっと豊かである。事実、ベースラインシナリオは2008年から2050年の間でGDPが1.8倍

                                            
1 2030年以降においてもオフセットの利用はないが、シナリオは中東や北アフリカからの太陽熱起源の電力を含んでいる。 
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の伸びを見せるのに対し、緩和シナリオにおいては「たったの」1.6倍の伸びである。気候危機に

取り組むためEU全域での動員を達成すること、作業負担をどのように分担するかにおいて一致を

得ることは国家間でのより強固な団結が求められるということを基本として、EU国間での公平さ

レベルの上昇が想定される。 

緩和シナリオは経済の中で主要な温室効果ガス排出部門それぞれにおいて制定されうる技術と

鍵となる政策の詳細なボトムアップ評価で示している（主要な温室効果ガス排出部門とは建築、

産業（エネルギーと生産過程の排出ガス）、輸送、発電、熱電併給（CHP）、固形廃棄物、土地利

用、農業である）。我々は既に商用利用されているか、または開発中で今後20-30年に商用化が期

待される選択肢のみを含む、故意に保守的なアプローチを試みている。我々は大規模に市場浸透

するのはまだ当分先と考えられる水素燃料電池や第２世代バイオ燃料など潜在的に規模の大きい

手法を除いている一方で、電気自動車のような選択肢をシナリオの鍵として調査期間後半の2020

年、2050年にのみ含んでいる。 

我々はまた、デヴィッド・マッケイ(David Mackay, 2009) により提案された、いかなるエネル

ギーシナリオにおいても鍵となる特徴は「計算が合わなければならない」という原理に従ってい

る。特に我々は十分な再生可能エネルギー源がシナリオの要求を満たすことができるかどうかに

焦点を当てていると同時に、再生可能エネルギーに関して現在予想される経済的潜在性のみを考

慮することで保守的アプローチを取っている。 

緩和シナリオはEU全域にわたる2020年40%、2050年90%の温室効果ガス削減が実際可能であ

ることを示している。しかし我々のシナリオを唯一の道筋と見るべきではない。科学が必要であ

ると明らかにしている種類の大幅な削減が達成可能であるかどうかテストするための初期調査の

みまたは技術の存在証明のみを現している。現在の不十分な政治的意思と意欲が欠乏している状

況において短期での政治的にもっともな選択肢に過度に関心を寄せてはいない。それよりも気候

変動に対応するための大幅な流動を想定することで何が可能であるのか調査することを意図して

いる。 

我々は家庭、サービス、輸送、発電の緩和シナリオでの累積増加コストを見積もっており、ま

た避けることができる燃料購入費用を2010-2020年期間において約2兆ユーロと見ている。我々の

見積もりには大きな不確実性があるが、このコストは同期間におけるヨーロッパのGDPの2%に等

しい。他に、同様に意欲的な削減目標と技術を考慮したより幅広い経済的研究はより長期間では

そのコストは1 - 3%の幅であるとしている。言い方を変えれば、このコストは通常の経済成長を

再開する前に約1年間一時的にGDPを一定に保つコストに等しいだろう。それは深刻な気候危機

の状況を見るとわずかなコストである。 
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(P.3) 

2. イントロダクション：気候変動への挑戦 
 

今日、我々の地球は産業時代が幕を開けた19世紀より約0.75度暖かい。地球温暖化は加速して

おり、温室効果ガスの削減に前例のない程の努力をしなければ、科学者は21世紀末までには地球

の気温は5度まで、それ以上の可能性もあるが、上昇するかもしれないと予測している。わずかな

温暖化はそれほど脅かされるものであると聞こえないかもしれないが、実際は地表の様相を完全

に変えるに十分な程度だろう。つまり、人類文明が発生し栄えている居住に適した気候から、居

住に適さない氷期の底とを分つのはたったの4 - 7度なのである (IPCC, 2007)。 

従って、多くの政府、学会や市民組織に産業革命前の気温レベルを超える2度の温暖化が避けな

ければならない気候変動レベルであると採用されていることは驚くことでない。最近、主要経済

国会合(MEF)参加国 – アメリカ、EU、日本、ロシア、中国、インド、インドネシア、南アフリ

カ、ブラジルなどを含む – が温暖化を2度以下に抑えるための科学的基礎を認識する共同声明を

発表した。しかし、IPCCの第4次レポート (IPCC, 2007) に明記されているように、またその後

の研究により強化されているように、たとえ2度の温暖化であっても非常に危険なレベルであるだ

ろう。一つ例を挙げると、2度以下の温暖化であってもグリーンランドや南極西部の氷床の大部分

が融解するという不可逆変化の引き金を引きかねない、十分に定量化されていないが重要なリス

クが存在する。明らかなたった0.75度の温暖化で、急激な北極海の氷の後退や永久凍土の融解に

よる温室効果ガスの放出など、我々はすでにその影響を確かめている。それはそれ自身が危険で

あるだけではなく、温暖化をさらに加速させるポジティブフィードバックの始まりでもある。こ

れらフィードバックがすでに始まっているという事実は、意味深いことに、気候システムの全体

的な感度が極めて高いことを示す強い証拠であり、近年管理可能で安全であると考えられている

安定濃度、例えば450ppm（CO2換算）、でさえ実際は極めて危険であることを示す強い証拠であ

る。その結果、今日では温暖化を十分に2度以下に保つことを求める者もおり、合わせて80カ国

に8億人の人口を抱える島嶼国と後発途上国 (LDC) の国々は国際交渉において「可能な限り低く、

高くても1.5度以下」で温暖化を抑制することを要求している。 

温暖化を1.5度以下に、またはたとえ2度以下でも、抑える挑戦は歴史的価値があり、そして我々

の世代はこの挑戦に対処したかどうか審判されるだろう。 

途上国が地球温暖化を最小限度とするための非常に積極的な姿勢があることは驚くことではな

い。というのは、途上国は特に気候変動の影響に対し被害を受けやすく、その損害を偏って被る

だろうからである。しかしながら、厳格な気候保護目標により課せられる厳しい排出規制は途上

国を非常に困難な状況にする。 

単純化して考えてみると、気候問題の深層構造と途上国が直面している難題の真の規模が明ら

かになる。図１は2度ラインを考慮するに十分野心的な道筋（赤線）により決定された、残されて
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いる世界炭素収支の大きさを示したものである。その内、たとえ先進国2が2050年までに実質的に

排出ガスを放出しない、かなり意欲的な努力を行うとしても消費するであろう炭素収支の一部も

示している（緑点線）（セクション３、４で説明するヨーロッパシナリオと一致する）。これより、

単純な引き算から、世界の残りの国々、つまり途上国に残されている炭素収支が驚くほどわずか

であることがわかる（緑の点-破線）。 

図1：南のジレンマ 

 
より詳細に見ると、さらに厳しい状況がわかる。まず、2度ラインに伴う努力はまさに英雄的で

ある。事実、CO2濃度を420ppm以下としその後350ppmへと下降し始めるように3、2015年以前

に排出ガスの世界ピークを持ってくる、2050年までに1990年レベルで80%低下させるという緊急

対応を反映している。そのように意欲的な世界的努力を結集してもなお、我々は「安全」である

ことをほとんど意味しないだろう。我々はそれでも相当の気候影響とリスクを被るであろうし、

おそらく1.5度以下に温暖化を留めることに失敗するであろう。そして2度を超える可能性もおよ

そ15-30%あるだろう。この軌跡はIPCCが温暖化を2度以下に保つことが「可能性が非常に高い」

でなく「可能性が高い」であると述べている4ものである。 

２つ目に、ここで示している付属書Ⅰ国の排出の道筋は現在のEUやアメリカのもっとも意欲的

な提案よりも更に非常に野心的である。2012年以降、毎年5%以上で排出ガスを減少し、2020年

までに1990年レベルで40%削減に達する。そして最終的には、2050年以降はほぼゼロレベルへと

落とす。これとは反対に、付属書Ⅰ国が提唱している様々な計画により示される取り組みを累積

                                            
2 UNFCCCの交渉内では、先進国は「付属書Ⅰ国」と呼ばれ、途上国は「非付属書Ⅰ国」と呼ばれる。付属書Ⅰ国はおおまか
に世界人口の 5分の 1を占め、世界収入の 4分の 3を占めている。 
3  最近の調査では、一度 CO2濃度がピークに達すると、それらは積極的に大気から CO2の回収を加速するための対策がとら
れなければ大気中に非常に長い間安定して残り、またその下降は非常にゆっくりであり、結果として350ppmへ戻るためは1,000
年の時間規模となるだろうと示唆している (Solomon et al., 2009, Eby et al., 2009)。 
4  詳細については Baer and Mastrandrea (2006)参照のこと。より最近の結果が一致している分析についてはMeinshausen et 
al., (2009)参照のこと。 
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したレベルはこれに全く達しない。例えば、国連事務局 (2009) は付属書Ⅰ国が誓約している削

減は合計して2020年までに1990年レベルで17-24%と明らかに不十分であると見積もっている5。 

３つ目に、ここに示した非常に厳格な先進国の道筋にも関わらず、途上国に残された排出余地

は大幅に制約されるだろう。事実、途上国の排出ガスは先進国の2020年以前の排出ピークのわず

か数年後にピークを迎えなければならないだろう6。そしてその後、10年ごとに半減していかなけ

ればならない。そしてこれは、途上国の人々が依然貧困から抜け出そうと努力している中、懸命

に生活水準の意味ある改善を求める一方で行動しなければならないだろう。つまり、もし付属書

Ⅰ国の削減がここに示されているものより意欲的でなければ、それはもちろん途上国においてよ

り急進的な排出削減が必要となることを意味している。 

気候変動問題の扱いを困難にさせているのは、まさにこの3つ目の点である。先進国、途上国ど

ちらにおいてももはや炭素ベースの開発は今や選択肢ではないことは明白である。しかし、発展

へ唯一証明された道筋はエネルギーサービスへのアクセス権への拡大であり、その結果は一見避

けることのできない化石燃料使用の増加であり、つまり炭素排出の増加である。途上国の立場か

ら見ると、これは真っ向から開発と気候保護を対抗させているようである。気候保護を論じるこ

とと同じくらい重要である開発を犠牲にした解決は出ない、と途上国がはっきりと強く主張し続

けているのはこの理由のためである。 

しかし、解決のために開発を犠牲にする必要はない。代替するクリーンエネルギーが存在する。

しかし現状においてはあくまで「代替」としてであり、広く実行されておらず、また、発展を遂

げるための実行可能な基礎として証明されていない。先進国はこれら代替エネルギーの開発に世

界を導いておらず、事実は石炭火力発電所やエネルギー集約型の輸送インフラの構築など今まで

の温室効果ガス集約型発展をより揺るぎないものとする歩みを取り続けている。 

したがって、気候変動よりもむしろ貧困がまず途上国の交渉官たちの心にあることは驚くこと

ではない。開発危機は単に難題であるだけでなく扱いにくいものであることを示しており、資源

と政治的注目の拡大を非常に必要とする。更に悪いことに、気候変動の影響は今直接的に、抽象

的な将来の脅威としてではなく、食糧補償、水補償や生活の土台を崩す明確な脅威として世界の

貧困者に影響を与えている。そして今、途上国の交渉官は、緊急を要する気候安定化が彼らから

豊かな国への発展を可能にする安価な化石燃料資源へのアクセス権を奪う非常に現実的な可能性

に直面している。中国、インド両国は膨大な石炭を長く待ち望んでいる成長を後押しするものと

長く期待している。最低限のミレニアム開発目標（MDGs）でさえ第2優先順位として扱われてお

り、先進国がその達成に少しも興味を示さない中、先進国が進んで気候危機への急務対応が貧困

危機対応に影を落とさないようにするであろうと途上国が想定する理由はない。 

                                            
5  確率表記に言及するため IPCCが用いる厳密な言語は (IPCC WG1, 2007; Box TS.1, p.23) で与えられる。 
6 これは 2009年 8月時点での予想であり、重要なUNFCCC コペンハーゲン会議の 3ヶ月前である。2つ目の技術分析 (AOSIS, 
2009) は Annex1国の誓約を合わせて 10 – 16%と見積もっている。 
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図1は気候と開発危機の関連についての普遍の事実を簡潔に表している。もし不快にさせなけれ

ば、それこそがとりわけ途上国を元気付ける、途上国の描く道筋である。先進工業国の道筋は大

変な努力を要するであろうが、それら国々は技術、財源、必要とされる社会への移行に向けるた

めの制度インフラを、それら国々がそのようにすることを選択するのであれば、すでに保持して

いる。途上国の道筋はまさに大きな挑戦であることを反映している。途上国のするどく、切迫し

た減少への道筋を見ると、途上国の気候問題交渉官は気候システムの無慈悲な限界に容易にとら

われうる。そして実際は、もう一度言うが、気候変動影響の悪化なしに世界でほぼ使用され尽く

した炭素収支以内に留める必要があるのであれば、発展が犠牲とされる可能性に怒りを感じうる

だろう。 

EUとその他の先進国に予想される結果は明らかである。まず、これらの国々は途上国が十分に

自立した気候の可動化を行うために必要な資金と技術源へのアクセスを確実にしなければならな

い。必要な資源なくしては、途上国の緩和努力はより控えめなものとなり、そして気候危機に対

処するために必要なものよりずっと小さくなるだろう。その主な焦点はより即座で緊急の貧困危

機に向けられるであろう。 

2つ目に、EUと他の工業先進国は残された炭素収支量において途上国が利用できる十分大きな

部分を残しておかなければならない。図1に示すように、世界の炭素収支は厳しく制限され、たと

え先進工業国の排出量が2020年までに1990年レベルから40%低下し、2050年までに90%低下する

としても、残された炭素収支のおよそ1/3を消費する7。これは途上国が利用可能な量を著しく制

限し、その排出ピークを2020年よりずっと前に持ってこなければならず、急速な下降が必要とな

るだろう。もし先進国の排出量削減が意欲的でなければ8、さらに途上国に残されるものは少量と

なり、それは世界の貧困国が発展する可能性に大きな疑問を投げかける。 

しかし、更に1～2度の温暖化により我々の世界がいかに大きな影響を受けるのか、科学が極め

て明らかに我々に伝えようとも、多くの人々はそのような温暖化、またはより厳しい温暖化であ

っても防ぐことが可能であるという自信を失ってきている。この自信の喪失は我々の蓄積された

科学的、技術的能力についての疑問によるものや、我々の自虐的道筋から離れるためには法外に

高価であるといういかなる説得力のある議論によるものでもない9。むしろ我々の社会は気候を保

護するという政治的難題への準備ができていないという広く行き渡った仮定によるものである。 

                                            
7  最近Meinshausen et al. (2009) により Nature誌で表されたように、温暖化を 2度以下に保つ理にかなった機会を保つため
には世界的な二酸化炭素の排出量（土地起源および化石燃料起源の両方）を 21世紀前半 50年で 1,000GtCO2より少なくなる
よう制限することを要する。もし森林伐採や土地劣化を 10年以内に止める断固とした努力がなされれば、土地からの排出ガス
はおよそ 60GtCO2に限られるだろう。これにより化石燃料利用からの排出ガスへはおよそ 940GtCO2が残るが、21世紀とな
って以来ちょうど 10年ですでにおよそ 280GtCO2を排出している。残り (660GtCO2) は、化石燃料が独占しているまる 2世
紀に渡って消費している総化石燃料炭素収支 (2,000GtCO2以下) のほんの 3分の 1である。 
8 Annex1国の 2020年 40%、2050年 95%削減は残り 660GtCO2化石燃料炭素収支の内、約 210GtCO2を消費するだろう。
この削減レベルは IPCC第 4次評価報告書において Annex1国へ示された 450ppmCO2eでの排出ガス安定化シナリオ（IPCC 
WGⅢ, 2007; Box 13. 7, p.776）への削減幅（2020年までに 25-40%、2050年までに 80-95%）の上限である。 
9  そのような論点は IPCC 4th Assessment Report (IPCC, 2007), the Economics of Climate Change (Stern, 2006)や最近
の”Economics of 350” (Ackerman et al., 2009)などに示される包括的な分析により十分に晴らされる。 



 

 9

この意気をくじく意見は誤りであると証明されなければならない。気候の破綻は避けられうる

が、そのためには平時の政治を超えた政治的リーダーシップと勇気ある政策指導力が求められる。 

本報告はヨーロッパがそのようなリーダーシップを示すには何をする必要があるのかを検証して

いる。そのためには先ず、自国内での温室効果ガスの急速な削減であり、次に気候と開発の双子

の危機に対処している他国を援助する国際的義務を果たす必要があることである。 

以降、この報告はヨーロッパがいかにして上記二つの挑戦を果たすことができるのかについて検

証している。 

� セクション3から5にかけて、短期において積極的な排出削減を行うことにより、どのように

ヨーロッパが低温室効果ガスな将来への移行に着手できるかを検証している。我々はヨーロ

ッパが1990年レベルで2020年までに40%の温室効果ガス削減、2050年までに90%削減の達成

を可能にする緩和シナリオの部門ごとかつボトムアップ分析を示す。 

� セクション6において、我々は気候に一致した発展の道筋への世界的変化への着手を援助する

ヨーロッパの義務を検証する。世界の大部分が瀕している気候危機と同様に厳しい開発危機

を背景に考慮することにより、我々は途上国が気候変動に適応し、低温室効果ガスな将来へ

の移行を可能とする先進国の公正な期待への理解を通じて枠組を提案する。 

 

(p.7) 

3. 欧州域内の取組：ヨーロッパの緩和シナリオ 
 

この研究のセクション３、４では、域内からの温室効果ガス排出を 2020 年までに 1990 年比

40％以上削減、さらに 2050年までに 90%削減を達成するための詳細な緩和分析を行い、ヨーロ

ッパの大幅削減シナリオの特徴を探求し、かつ明確にする。 

そのために、ヨーロッパのエネルギー部門が今から 2050 年までの間にどのように発展すべき

か、２つの大きく異なるシナリオで分析する。ベースラインシナリオは、現状の政策が継続され、

それに伴って温室効果ガス排出量が少し増えると仮定する。緩和シナリオでは温室効果ガス排出

量を大幅に削減するという実現可能性を調べる。技術、政策、費用、ヨーロッパの社会構造が今

から 2050 年の間にどのように変化するかについては大きな不確実性があるため、こうした長期

展望は難しい。それにもかかわらず、エネルギーシステムは長期のライフタイム（存続期間）を

もち、資本集約型であるという性質があるため、そして取り組むべき問題－すなわち温室効果ガ

ス排出量を急速に削減すること―が本質的に長期にわたるため、この展望は大変重要である。 

図 21011は、２つのシナリオで全 EU27カ国の温室効果ガス排出量がどう推移するかを示してい

                                            
10  我々の 1990年エネルギー部門のみの CO2排出ガスは 4,075MtCO2と予想している。これは IEA (IEA WEO, 2008)の
4,040MtCO2、EEA (EEA, 2009)の 4,083MtCO2と比較する事が出来る。見積もりにおけるわずかな差異は、主に我々の分析
に求められる単純化された一連の燃料および排出ガスの係数によるものである。1990年に EEAより報告された総正味温室効果
ガス（LULUCF吸収源を計算に入れた後）は 5,230MtCO2e (LULUCFを除くと 5,563MtCO2e)であり、我々の研究に用いた
4,786MtCO2eより高い。EEAスタッフとの個人的な情報のやり取りでは、この差異は EEAの目録（化学や鉄鋼部門からの行
程排出ガス、そしてフッ素化ガスを含み、これらの範囲は我々の調査では詳細をカバーしていなかった）における産業行程のよ
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る。主要な温室効果ガス（CO2、CH4、N2O）の排出量を二酸化炭素換算し合計されている12。 

図2：両シナリオにおけるＥＵ諸国の温室効果ガス排出 

 

ベースラインシナリオでは、現状の政策が大きく変わることなく続いた場合、ヨーロッパのエ

ネルギーシステムがどのように発展すべきかを調べている。ベースラインでは、大幅な経済成長

をエネルギー効率の向上、及び石炭―最も炭素集約度の高い燃料―からの段階的な脱却によってバ

ランスをとるので、2050年までの温室効果ガス排出量増加はわずかである。このベースラインは、

様々な情報源―歴史的な傾向、国レベルの様々な調査、欧州委員会自身による2030年に向けたベ

ースラインのエネルギー予測（EC,2008）―を未来に当てはめた、国際エネルギー機関（IEA）発

行のEU27各国の詳細かつ歴史的なエネルギー統計を使用している。こうした情報源からの情報は

さらに増え続け、調整されている。例えば、最近の地球規模での経済危機を反映したり、国際航

空・非エネルギー部門の温室効果ガス排出源・吸収源（工業過程、土地利用変化、廃棄物、農業）

―ECの研究とIEAデータセットから除かれている分野―からの温室効果ガス排出量の予測を含め

たりといったものがある。こうした理由から、ベースラインシナリオの結果はより完全ではある

が、IEAのエネルギー統計や欧州委員会のエネルギー研究といったものと直接比較されうるもの

ではない。本研究でのエネルギー予測は、人口及び経済成長、技術変化、経済構造のシフトにつ

いての一般的な前提を2050年に当てはめている。 

緩和シナリオは、来る半世紀にヨーロッパの温室効果ガス排出量の大幅削減を達成するための

技術的な実現可能性を調査する基準シナリオである。特に、1990 年比で 2020 年に 40%、2050

年には可能な限り、域内の温室効果ガス排出量を削減することを目標にしている。このシナリオ

                                                                                                                                        
り完全な会計によると示している。 
11  我々のヨーロパの温室効果ガス概算と同じく IEA, ECやEEAの報告書も全てEU域内で発生する生産起源の排出ガスであ
る。それらは全て「内包された排出ガス」-EUで消費される製品を製造するために他国で発生する排出ガス、それは消費起源の
概算において反映される- を省いている。内包された排出ガスの最近の評価は、これら排出ガスは重大であり成長していること
を示している。最近のイギリス政府への SEI調査は、消費起源でイギリスの排出ガスを計算すると、その概算ははるかに高く
なるだろうと計算した。それは一般的に予想されている 1992年から 2004年の間の 5%低下よりもむしろ、イギリスの CO2は
消費を基本とすると実際は 18%上昇していることを示している (Wiedmann, 2008)。本報告においてこれらの内包された排出ガ
スを含む事は出来ていないが、その除外によりヨーロッパ市民が責任を持つ排出ガスを著しく過小評価していると認識されるべ

きである。 
12 より詳細な結果については、本分析に添付の LEAPデータセットを参照のこと（www.energycommunity.orgから取得可能）。 
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は、エネルギー効率の抜本的な向上・化石燃料の早期廃止・多様な種類の再生可能エネルギーへ

の劇的な移行を組み合わせることで達成される。公平性と充足性がこうした目標を達成するのに

手助けとなることも調査している。 

次のセクションではどのようにそれほどの削減を達成するか、そしてそのシナリオはどれくら

いの費用がかかるのか調査する。その前にいくつか注意事項を述べておく。 

z 第一に、この緩和シナリオは推奨された道筋として考えられるべきではない。科学が必要だ

と言っている大幅削減のうち、どれが達成可能であるかを試した、単なる技術的存在証明に

すぎない。今後のセクションが現実に達成可能だと示していると期待するが、同時にこの研

究は初期の調査であることも理解している。今後、より詳細かつ経済効率のよい行動計画が、

洗練された形で提示されるはずである。 

z 第二に、この緩和シナリオは、気候変動問題がこう着している現状で、選択肢の短期的な政

治的妥当性によって制約されるものではない。むしろ、ヨーロッパと世界とが気候変動問題

への挑戦に誠実に対応できうる協調的な動きを約束するという大前提のもと、何が可能であ

るか模索することを目的としている。 

z 第三に、2050年のような遠い未来を調査するシナリオをつくるとき、“まだ存在しないが開

発されるであろう”技術に多くを頼るのは魅力的なことである。2050年までには否応なく技

術が大きく進歩するだろうし、今では想像もつかないような方法で気候変動を緩和する挑戦

に取り組むことができる技術が見つかるだろうと期待するような気候変動への大きな動き

も想定できる。実際 40年前の 1969年を振り返ると、現在実現されているエネルギー技術の

多く（風力、波力、太陽光、太陽熱、天然ガスの効率利用、エネルギー効率化技術）はほと

んど想像されていなかった。それでも、エネルギー部門では資本投資が超長期に渡るため、

次の 10 年のうちに今では想像もつかないような新しい低炭素エネルギー技術が実用化され

るとしても、資本の回転が遅いので十分な貢献にはならないだろう。緩和シナリオではわざ

と保守的なアプローチをとり、すでに市場化されたり、あるいは今すでに十分に発展してい

て今後 20-30年のうちに市場化を期待される技術的な選択肢だけを考慮することにした。そ

のため、水素燃料電池や核融合といった市場化に何十年もかかるであろう大きな選択肢の可

能性は除外した。一方で太陽エネルギーと電気自動車といった選択肢は大きな構成要素とな

っているがこれはシナリオの後半からに限っている。 

z 第四に、デヴィッド・マッケイの近著から、全てのエネルギー計画の鍵となる特質は「計算

が合わなければならない」という彼の名言に従った（MacKay、2009）。特に、EU各国にシ

ナリオの要求を満たすほどの再生可能エネルギー資源が十分にあるかどうかに注目した。残

念なことに、計画を確実にする際の鍵となる不確実性を合わせると、鍵となる再生可能エネ

ルギー資源の技術的予測と経済的予測の間に大きな隔たりを生んでしまう。そのため再生可

能エネルギーを尊重しながら保守的なアプローチをとることにし、気候保護に注目する世界

では経済的であるとみられている再生可能な資源が、たとえ現状の市場条件下で考えられる
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量よりもはるかに大きいとしても、現在予測されている経済的な可能性のみを考慮している。 

z 最後に、考慮される全ての選択肢の費用を理解することは当然ながら重要である。残念なこ

とに費用予測は、シナリオが技術的に達成可能かどうかを単に予測するよりもはるかに難し

い挑戦である。こうした分析には、化石燃料の使用を止めると決めた世界での将来の化石燃

料価格や、低炭素技術をかつてないほど研究・開発・普及した場合の技術費用がどれくらい

になるかを含め、不確実性の原因が多くある。こうしたことから緩和シナリオでは経済費用

予測はとても大雑把に計算したにすぎず、2020 年までの予測に限っている。さらにシナリ

オのすべての視点を費用算出することはできなかった。費用削減予測についてはかなり保守

的な予測となったので、経済費用の予測（セクション 4.10 参照）は、予測推定幅の上限に

近い値と考えてほしい。 

 

(p.9) 

3.1. 除外した選択肢 
FoE欧州の要望によりこの分析は、潜在性は大きいが賛否が分かれているいくつかの選択肢は

採用せずに、ある特定の水準の排出削減を達成できるかどうかを調査することを目的とした。特

に、EU域内・輸入に限らず、原子力発電の新設はせず、既存の原子力発電施設は段階的に廃止し、

化石燃料起源の発電に対する二酸化炭素回収・貯蔵（CCS）はせず、バイオ燃料（しばしばアグ

ロフュールとも言われるもの）は用いないこと、と仮定した。こうした緩和選択肢を取らなくと

も、ヨーロッパは域内の取り組みだけで2020年に40%削減の目標を十分に達成できる。つまり、

国際的なオフセットも必要ない。2030年以降もオフセットは必要ないが、シナリオには国際的な

発電源（中東および北アフリカ）からの太陽起源発電を含めている。 

これらの除外した選択肢は、しかしながらシナリオの CO2緩和目標を目指す挑戦を手助けする

だろう。特にこれらのうちいくつかは、風力・太陽など再生可能エネルギー供給の変動性の問題

を軽減できうるベースロード発電（必要電力のうち、最もベースとなる部分）となるだろう。し

かしながら、広義での安全性と持続可能性に対する様々な懸念があること、そして再生可能エネ

ルギーと大幅な構造的変化を含めた効率の向上はシナリオが挑戦する排出量削減に十分見合うか

どうかを探求したいという欲望のために、これらは除外された。 

原子力発電にかかる懸念には、核兵器の拡散への寄与の可能性、原子力発電の安全性、そして

（数千年といった）超長期にわたる放射性廃棄物の廃棄・保存の安全性も含んでいる。これらの

問題が適切に議論されるには十分な努力が必要であり、まだ決着がつかないまま賛否両論がある。

歴史的には、原子力発電は石炭や天然ガスと言ったほかの発電源と比較すると費用がかかりすぎ

ると捉えられてきた。これは本当であるが、緩和シナリオの文脈においては大きな課題ではない。

なぜならば、シナリオでは多くの新しい技術の導入を予測しているが、その中には必然的に現状

の化石燃料をベースとした技術よりもはるかに高い費用で運転するであろう技術があるからであ

る。 
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二酸化炭素回収・貯蔵（CCS）を伴う石炭火力発電もまた、技術面での様々な懸念があるため

に本研究から除外した。技術的な懸念としては、技術に証明されていない性質があること、CO2

を貯蔵する適切な場所は限られていること、そして CO2貯蔵に対する信頼性である。また、既存

の化石燃料発電所は早急に廃止する必要があるが、CCSはそれに間に合うように市場化されるか

という深刻な問いにも直面している。より一般的な懸念は、CCS の約束はそもそも、いわゆる

「CCSに対応した」石炭火力発電所を新しく建設する許可を政府から得るために、広報・宣伝運

動として使われていることだ。こうした発電所が（初期段階では CO2を回収するほどの大きな能

力が全くないままに）建設されてしまうと、その後 CO2の回収・貯蔵を追加するための設備を要

求することが著しく困難となるだろう。 

しかしおそらく、石炭 CCSに関するより大きな懸念は、気候変動問題が現在予測されているよ

りもはるかに大きな問題になるかもしれないということだ。大気中の CO2濃度を非常に低く抑え

るには、結局のところ大気から CO2 を積極的に取り除く必要がある。その場合、CO2 の貯蔵地

は貴重な資源になる。石炭の燃焼から発生する CO2のためにそうした用地を使用することは貴重

な資源の浪費とみなされるだろう。 

原子力と石炭 CCS に関するもう１つの大きな懸念は、高水準の研究開発（R&D）財源が必要

なことだ。この R&Dのために支出すると、再生可能エネルギー（RE）やエネルギーの高効率化

（EE）開発に必要な水準の投資を追いやるかもしれない。もし原子力や CCS 技術がより大きな

規模で動き出したら、REや EE技術の支持者は十分な注目を浴びないと心配する。 

緩和シナリオでは、バイオ燃料について、特に土地利用の変化からの排出量が考慮された場合、

温室効果ガス緩和効果があまりないという懸念が現在あるため、除外した。バイオ燃料の二次発

電についても、FoE Europe では土地利用の予測結果と、食物生産用地と自然生息地の競合に対

する懸念を持っているため、2050年までは除外した。しかしながらおそらく 2050年以後はこれ

らは考慮すべき重要な選択として残るだろう。 

最後に、小規模・分散型エネルギーシステムをベースとした未来を見たい人と、より統合的か

つ地域が相互に連結されたエネルギーシステムを受け入れたい人との間に、より基本的な緊張関

係がある。小規模システムの支持者には、原子力や CCSのような大規模発電システムは基本的に

受け入れがたい。しかしながらシナリオでは、北アフリカからの大規模太陽光発電といった大規

模エネルギーシステムの可能性をいくつか考慮した。それ以上に、2050年までのシナリオで導入

される再生可能エネルギーが高レベルであるため、地域間相互連結がより大きくなると共に、（揚

水貯蔵、圧縮空気によるエネルギー貯蔵、電気自動車でのフライホイールや貯蔵、その他のバッ

テリーシステムなどの）送電・配電容量を減らす RE の地域的エネルギー貯蔵選択肢を含めると

いった、様々な選択肢によって需要と供給のバランスをとる必要があることを予想している。分

散型をとるか、集約型をとるかの戦略について、賛否を見極めるにはより詳細な調査が必要であ

り、本調査の作業を超えている。 

言うまでもなく、オフセットは EU削減シナリオから除外されている。なぜなら定義によれば、
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本研究の焦点は EU 域内の温室効果ガス排出量を削減する手法だからだ。オフセットは緩和手法

ではなく、本質的な削減を単にどこか他の場所に移す仕組みにすぎない。もし認めれば、このシ

ナリオが示している緊急かつ必要な変革を引きのばすことを EUに認めることになる。 

 

(p.10) 

3.2. 充足性と公平性の役割 
このベースラインシナリオでは、ヨーロッパの GDPは 2008年規模から 2050年に 1.8倍にな

ると仮定している。2050年まで、貧しい国々ではより早い割合で収入は成長するが、EU27カ国

での富裕層と貧困層との平均的な収入水準は劇的に差が開く。2008年 EU最貧国のブルガリアの

平均収入水準は 1人あたり 3,350ユーロ（1ユーロ=120円として 40.2万円）だけだが、最富裕

国のルクセンブルグは 75,600ユーロ（1ユーロ=120円として 907.2万円）である。2050年まで、

ベースラインシナリオでの格差は 148,000ユーロ（1ユーロ=120円として 1,776万円）に増える。

ルクセンブルグを除いてさえ、シナリオの期間中、格差は 44,000～64,000ユーロ（1ユーロ=120

円として 528～768万円）に広がる。 

なぜこうした高水準の成長と各国間の大きな格差が重要なのだろうか？緩和シナリオでは、

GDP と温室効果ガス排出量は関連性がなく、GDP が劇的に成長しても大きな排出削減は達成可

能である。そのため表面上は GDP を低く抑えることが排出を削減する重要な手段になると考え

る必要はない。しかしながら、気候問題は地球が直面している広義の持続可能性に関わる危機の

一部にしかすぎず（Rockstorm et al., 2009）、資源の消費をいつまでも拡大し続けることはでき

ないことを明らかにしなければならない。遅かれ早かれ、より豊かな国々や人々は充足性の重要

性を受け入れ、新しい生活のスタイルを見つける必要がある。すなわち消費をこれ以上成長させ

続けることを期待せず、豊かに健康に暮らすのだ。 

緩和シナリオでは、ヨーロッパやその他の国々は地球がもつ全容量の範囲内で持続可能な方法

で生きる必要があることを認識して行動を始めると仮定し、緩和シナリオ全ての GDP 成長を控

えめに予測することで、充足性に関する懸念を反映させた。具体的には、EU27 カ国総計 GDP

は 2008～2050年までベースラインシナリオでは 1.8倍成長としたのに対し、緩和シナリオは「た

った」1.6倍の成長とした。 

図 3は２つのシナリオで EU GDP全体がどう成長するかを比較した。また２つのシナリオで同

様に想定されている EUの人口増加も表した。 

充足性に関する懸念に付け加えると、気候危機問題について触れるときは、先にセクション３で

述べたように公平性の問題について触れることも必要である。2050 年までにほぼ 90%の温室効

果ガス排出量を削減するには、全 EU 各国が協力して取り組むことが必要である。今日でさえ、

気候変動問題に取り組むために行動する負担をどのように分かち合うかについてコンセンサスを

得ることは簡単な問題ではないのは明らかである。豊かな国と貧しい国の格差が広がっている環

境において同様のことをするのは大変な挑戦になるだろう。 
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図 3：人口予測と両シナリオにおける GDP予測 

 

この理由から緩和シナリオでもベースラインシナリオとは成長の異なるパターンを仮定した。

ヨーロッパ内の国々で収入水準の合致を促進する重要な財政策やその他適切な政策が実施される

と仮定した。これは、貧しい国が豊かな国の発展水準に追いつくのを助けることで結果を出すと

いうそもそもの始まりがあるが、EU のこの広義の目的が継続することを示す。しかしベースラ

インシナリオよりも早く意見が合致することを確実にするため、実際に起こっている現実の変化

も表している。 

こうした仮定の結果は下図のとおり、２つのシナリオの収入予測を比較した。図 4は、ベース

ラインシナリオでは新しい加盟国がより早い割合で成長するにもかかわらず、平均収入が絶対的

に発散する様子を表している。緩和シナリオでは、EUの平均収入は約 24,000ユーロの現在価値

から少しずつ増加し 2050年に 40,000ユーロになる。 

図 4：欧州各国の平均収入 
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これは 2050年までに 47,000ユーロまで平均収入が成長するとしたベースラインシナリオの仮

定よりも少し遅い成長ペースである。しかし、緩和シナリオでは EU 全体の GDP 成長はベース

ラインよりも平均的に低いとしているが（とはいえ今日に比べればまだ大きな成長だが）、GDP

は経済消費の全ての水準を単純に置き換えているにすぎず、豊かさを直接示す数値ではない。よ

り高い GDP がより大きな人類の豊かさを意味しているわけでは決してないし、特に豊かな国に

おいて収入は豊かさとほとんど関係ない（Diener and Suh, 2000）。そこで、緩和シナリオはベー

スラインシナリオに比べて少しだけ低い経済消費としているが、それでもまだより多くの余暇（非

労働時間）があり、より健康で、より多くの社会とつながる機会を得るなどの積極的なライフス

タイルの変革を通じてより高い豊かさを楽しむことが仮定できる（Layard, 2003, 2005; 

Kahneman et al., 1999）。 

 

 (p.12) 

3.3. 脱炭素社会における生活 
ヨーロッパは、前セクションで概説した制限の中でしっかりとカーボンフットプリントを減ら

すという挑戦を達成したいならば、生産と消費の方法を大幅に変革しなければならない。変革は

悪ではない。現在のヨーロッパ人が緩和シナリオの想定する2050年のヨーロッパに突然投げ込ま

れても、その生活はどちらかといえば快適と思うだろうと自信をもって言える。 

シナリオでは、2050年は経済的にはより公平なヨーロッパとなっている。この経済統合は加盟

国間の生活水準格差を減らそうとEU域内で進める努力、そして公共投資により温室効果ガス排出

の大幅削減を達成するための全ヨーロッパにわたる努力が現実的な効果を生むこと、双方の結果

であるだろう。日常の生活では、道路は歩行者や自転車の利用者が通行しやすくなる一方、公共

交通はより手軽かつ便利に利用でき、交通渋滞は大幅に緩和されているだろう。2050年のヨーロ

ッパ住民は、今慣れ親しんでいる方法とは異なるが、行きたい場所へ便利な交通手段があるだろ

う。１人当たりの居住面積は現在とほぼ同じだろう。それ以上に、物質的消費の平均水準は現在

とだいたい同じだが（新しい加盟国の住民にとっては非常に高いが）、健康、地元での余暇の機

会、その他非物質集約的サービスは全ての人にとって大幅に良くなっているだろう。 

しかしながら、現状のヨーロッパ人はそうした未来に突然放り込まれるという選択肢はなく、

喫緊の課題は今から未来へどのように移行するとヨーロッパ人に好まれるかということだ。この

研究で前面に押し出されている移行は、ヨーロッパ全土にかなりのコストと非常に大きな努力を

ともなう大仕事であることは明らかだ。 

変化は膨大な量のインフラの交換や改良、そして新しい産業プロセスの発展を必要とし、生産・

消費方法は今日に比べてほとんど物質集約型ではなくなる。 

このセクションでは、そうした移行をヨーロッパ市民がどう捉えられるか、それに対してどう

反応するか、青写真を示した。こうした変革の背景を覚えておくことが重要である。すなわち、

ヨーロッパの人々は気候変動問題への挑戦を一般的に約束しているのだ。何よりも、増え続ける
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エネルギーの依存状態が経済的・政治的不確実性を作り出す道筋、そしてヨーロッパの人々が彼

らが動き出すのを助け、かつヨーロッパやうまく対処できない他の地域の次世代に残している強

大な気候変動にますます気づき始める道筋など、ヨーロッパの人々がまだ経験したことも見たこ

ともないもう一つの道筋が存在する。 

移行はいくつかの運輸インフラが取り除かれる一方で、その他のインフラが建築される大きな

公共事業プログラムとなることが特徴である。すなわち住宅はリフォームしたり建て替えられ、

家庭での暖房システムはCHP・太陽熱・ヒートポンプなどの効率のよいものに変わり、ほとんど

すべての電気システムは再生可能エネルギー技術に交換される。こうした努力はヨーロッパの資

本や車両ストックが回転する際にもあてはめられ、雇用機会を拡大するだろう。多くの場合、こ

うした仕事の日々の経験は過去のものに似ており、大半の人々はこうした移行の側面を前向きに

とらえるだろう。建築・製造分野の仕事に加えて、技術者や設計者は雇用の機会を得て、現在は

テスト段階にあるエネルギーや炭素効率的な技術を一層発展させるための挑戦に携わるだろう。 

労働がたくさん供給されることで、ヨーロッパ同様、さまざまな地域で多くの人が喜ぶだろう

が、移行を快く思わない人がいることは避けられない。そうした人々は必要性を認めないし、生

活に多かれ少なかれ特定の変化があることを快く思わないからだ。特に、どういった形であれ税

負担を高くすることは移行を支援するのに必要となる。しかしながら税の影響は、環境税制を導

入することで少なくとも一部は相殺することができる－雇用のような「グッズ」（正の価値を持

つ財）への税を減らし、「バッズ」（負の価値を持つ財）への税を増やす（例えば、炭素税を課

すなど）という税構造のシフトである。 

防衛戦への動員とは異なり、大きな危険と向かい合う新しい緊張感をもたらすので、気候変動

問題を現実かつ差し迫った脅威と考える多くの人々にとって、移行は励みや刺激にすらなるだろ

う。しかし、この問題は問題が起こるまで漠然としているうえ、皮肉なことに努力の鍵となる目

標は永遠に実体のないものであるため、気候変動問題の脅威は戦争の脅威とは異なる。そのため

気候変動が脅威だと信じず、社会全体が動くことの必要性を認めない少数派の人々は、反対を叫

ぶだろう。 

人々は仕事や家で変化を目にし、こうした変化は前向き・後ろ向き両方の反応となるだろう。

古い家のエネルギー効率を改良することは、以前同様に家を保有し、エネルギー料金が下がり、

助成金による支援もあるため、政府による規制や生活に立ち入る権限がおそらくより厳しくなる

にもかかわらず、多くの人が前向きに受け入れるだろう。同様に、新しいパッシブハウス基準で

の住宅建設は多くの人が肯定的に受け入れるだろう。より古く効率的でない車を大幅に効率のよ

いものに置き換えることは、おおむね肯定的に受け入れられるだろう。しかしながら、公共交通

をより多く使うことで車の使用から移行させることは、数の減った（そしてより高い）駐車場の

利用・道路利用への課金・侵入規制・交通静穏化・燃料価格の増加など、個人の移動という基本

的な自由を侵害すると考えられうる手段が不可避なため、大きな注意を払いながら対応する必要

がある。そのため、そうした規制はより便利で質の良い公共交通サービス・渋滞の大幅削減・歩
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行者と自転車利用者により魅力的な都市エリアの再デザインなどとバランスをとって進める必要

がある。 

ヨーロッパ人の健康のためには食習慣の変化は明らかに利益がある。しかし、消費者を消費の

不健康なパターンから引き離すことは大きな努力が必要になるだろう。政府の政策は、生産者に

より健康的な農産物を作って売るよう奨励すること、そしてより健康的で肉の代替となる食品に

表示し値段をつけることで、大変重要な役割を果たすことができる。 

緩和シナリオが要求する新しいインフラや再生可能エネルギー施設の建設拡大は、特に現在の

化石燃料施設の置き換えが必要になる2010～2030年の間に（セクション4.6参照）、新しく多く

の雇用機会を提供することになるだろう。しかしながら、こうした大規模なインフラプロジェク

トは、建設中には日々の不便を生みだし、以前慣れ親しんだ風景を変えることにつながる。新し

いエネルギーインフラは、過去からの決別になるため、特に不安だろう。住宅や交通が電力に大

きく頼り、多くの電気が再生可能エネルギーによって提供されている場合、風力・太陽発電所と

それらの連結送電線はヨーロッパの風景に必ずより多く入ってくるだろう。しかしながら、こう

した技術の景観に配慮した影響は、ヨーロッパが洋上風力・波力発電に多く投資すれば、最小限

にすることができうる。さらに、陸上風力発電への反対反応には注意深く計画することで弱める

ことができるものもある。例えば、国立公園や景観・環境面から敏感な地域にきめ細かく配慮し

た地域を以外の場所に、陸上風力発電のタービンを設置することができる。再生可能エネルギー

設備をより地域に限定した所有権者とすれば（例えばタービンを設置する土地の農家が所有する

など）、地域での支持を増やすことができるだろう。これはデンマークではすでに広く実践され

ている考え方である。 

結局こうした移行には、注意深い計画と、生活に影響が出る人々への共感的な支援が必要にな

るのだが、終点では -いったんたどり着いたら-、全てではないが、多くの人々から肯定的に受け

止められる可能性が非常に高いだろう。 

 

(p.14) 

4. シナリオの技術解説 
 

このセクションではヨーロッパのベースラインと緩和シナリオの技術的詳細を示す。まず経済

における主な最終エネルギー消費部門、すなわち建築（家庭とサービス）、農業、産業、輸送、の

説明より始める。これら部門でのエネルギー利用は直接的な温室項kがガス排出（例えば、内燃機

関によるガソリンの燃焼やボイラーにおける天然ガスの利用など）に加え、発電や区画暖房、石

油精製や他の転換部門において生産される電力、熱や他の二次燃料の需要を生み、温室効果ガス

を排出する。さらに、工業過程（セメント部門が大きな排出口）や固形廃棄物、農業や土地利用

変化を含む非エネルギー部門からの他の温室効果ガスも加えられなければならない。 

以降のセクションでは、それぞれの主要な部門でのエネルギーを予測する根底となる主なデー
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タ、手法と仮定を示す。主要な部門とはベースラインと緩和シナリオ両方においてエネルギー消

費、エネルギー転換と非エネルギー部門の排出ガスである。 

全部門において、エネルギー消費と生産は経済活動とエネルギー強度の歴史的傾向からの直接

予測と、温室効果ガスのIPCC Tier 1排出係数基準とを組み合わせ予測された。このEU27カ国へ

の2つのシナリオにおける2050年への全ての歴史的データと予測はSEI LEAPモデルシステム（エ

ネルギー政策と温室効果ガス評価のための計算ツール、Annex 9.1参照）で開発、管理された。こ

れらシナリオに関する詳細は関連するLEAPのデータセットをダウンロードし論評願う。 

以下の各セクションにおいて、緩和シナリオにおける技術選択肢を実現するためのいくつかの

鍵となる政策の選択肢についても言及する。ヨーロッパでの低炭素経済促進のための政策選択肢

についての詳細な情報については、最近SEIが発表した報告書 ‘A European Eco-Efficient 

Economy’ (Nilsson et al, 2009)を参照いただきたい。 

 

(p.14) 

4.1. 建築物 
建物とその中に含まれる家庭用機器や他の設備は非常に大きなエネルギー量を消費する。冷暖

房システム、家庭用機器、ホーム＆オフィス電子機器や照明は、この部門において最も多くエネ

ルギーを消費する。 

ここ数十年で、収入レベルの上昇や家庭での冷暖房使用の増加に加え比較的エネルギー強度の高

い製品、例えば冷蔵庫や洗濯機、乾燥機や大画面テレビの普及により家庭でのエネルギー利用は

人口増加率より早く増加している。サービス部門でもエネルギー利用は絶対値で増加しているが、

経済活動のレベルに相対して下降している。すなわち1990年以降の比較的効率的な商業オフィス

の建設はこの部門におけるエネルギー消費量の伸びをゆるやかにしている。今後を見ると、平均

住居サイズの上昇、電子機器や冷房装置の更なる普及が建物のエネルギー需要に上昇圧力をかけ

続ける一方、新規建物、家庭用機器や設備の継続的エネルギーパフォーマンスの向上（暖房燃料

としての石油からの転換継続にもよる）のため、ベースラインシナリオにおいては大幅に上昇す

る建物のエネルギー利用と排出ガスを一定に保っている。 

ベースラインシナリオにおける家庭やサービス部門でのエネルギー利用の全体的傾向は図5、6

で示される。 
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図5、図6：ベースラインシナリオにおける家庭部門、サービス部門のエネルギー需要 

 
 

4.1.1. 鍵となる緩和対策オプション 

大幅な温室効果ガス削減を実現するためには建築部門においてベースラインシナリオを超える

大幅なエネルギー使用の減少が求められるだろう。幸運にもエネルギー利用を更に削減するため

のいくつかの機会が存在し、それらは効率を向上する多くの選択肢であり、ほんの数年でもエネ

ルギーコストの節約である。これら選択肢は建物外郭効率の急上昇や照明や家庭用機器の効率向

上も含んでいる。 

ヨーロッパの建築部門における潜在的なエネルギー節約量と温室効果ガス緩和量の予想はベー

スラインの傾向からの転換の可能性を評価することにより行われた。住居建物では、人口、住居、

エネルギー消費データと、最新のEUによる住宅統計調査 (Federcasa, 2006) から今ある住宅ス

トックの戸数とフロア面積に関する情報を加え開始した。その後、各年のヨーロッパ住居ストッ

クの建物効率の全体的レベルにおいて新規建築や家屋改修の影響を見積もるためのストックター

ンオーバーモデルを組み立てた。家屋改修と新規建築効率に関する過程は大多数の家屋のパッシ

ブハウスレベルへの積極的な改修日程計画に依存する。加えて、建物システム（冷暖房や照明を
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含む）の効率向上やIEA (2008a)、Vattenfall (2007)、Mackinsey (2009a) の調査を基にした家庭

用機器の効率向上を想定した。同じく、サービス部門における排出削減量の見積もりには

Vattenfall (2007) やIEA (2008a) が特定した潜在的削減量を適用した。 

緩和シナリオでは、「パッシブハウス」スタンダードに近づくよう家屋を改修する積極的努力と、

サービス部門において建物外郭の効率を向上するための同様な努力を仮定している。ヨーロッパ

で最近行われたパイロットプログラムは非常に低エネルギーであるパッシブハウスの実現可能性

を示した。新築家屋での暖房エネルギー消費量は年間15kWh/m2またはそれ以下、中程度のパッ

シブハウス基準相当、とすることが可能であり、それは主に建物外郭の効率向上によるものであ

る（例えば断熱材、3重窓など）(IEA, 2008a)。我々は（この結果より）2011年初頭において新規

家屋の暖房エネルギーは平均15kWh/m2となりうると仮定する。現在ある家屋は大抵の場合、大

幅な改修を要する。新規建築と同様のエネルギーパフォーマンスを得ることは困難であるため、

また改修が不可能な歴史的建造物も存在するため、現存する住宅構造の90%（年間5%、18年間）

は改修されることが可能であると仮定しており、平均暖房エネルギー消費量は27kWh/m2となる

と仮定している13。 

また、建物において化石燃料の直接使用から熱伝併給システム (CHP) による熱、電気 (特に

電気ヒートポンプの形) や太陽エネルギー利用への飛躍的な移行を仮定している。建物外郭の改

修が行われるので、家庭でも暖房用の化石燃料（現在、家庭用暖房では75%を占める）からCHP

からの熱や地熱、空気熱ヒートポンプの形での直接電力利用、パッシブソーラーデザインや太陽

エネルギーの熱水暖房へと変更が可能である14。 

潜在的に効率化による利益をもたらすものとして度々引用される選択肢である区画暖房は多く

の地域で増加するだろうが、シナリオにおいては積極的な効率改善の結果から暖房へのエネルギ

ー需要が減少するため、現在CHPのインフラがない地域への展開は不経済的であるだろう。 

家庭用機器の効率化における利益は消費者電子機器や他の電気製品の利用増加を相殺するだろ

う。両シナリオにおいて時の経過につれて収入が増加するために、ヨーロッパの家庭ではより多

くの家庭用機器や電子機器の購入が見込まれる。強力な政策がなければ、電気製品の電気消費量

は急速に上昇するだろう。しかし、緩和シナリオにおいては利用可能な最前の技術を適用するこ

とによりこれらの増加は相殺され、その結果、各家庭での電子機器の電気消費量の純増はない 

(IEA, 2009)。 

最後に、充足性の問題についてもある程度考慮している。緩和シナリオでは、家屋サイズは数

十年の上昇トレンドの後、2050年までに次第に2005年レベルに戻ると仮定している。EU27カ国

での家屋ごとの平均床面積は1990年の約76m2から2005年の87m2へと着実に上昇している。我々

                                            
13 27kW/m2はMcKinsey & Company（2009）の中程度「レベル２」改修であり、Passive House Institute (2009)での改修
実例の暖房エネルギー利用モデルでもある。 
14  出典: McKinsey & Company (2009a)、幅下端は IEA (2008)。周囲のエネルギー状況を効率的に高めるヒートポンプを採用
する事により、暖房への電力消費は電気抵抗型暖房と比較すると、暖房への電力利用を改修家屋で 27kW/m2以下に、新築のパ
ッシブハウス基準で 15kW/m2以下に削減することで、少なくとも半減が可能である。 
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はこの上昇トレンドは短期では継続すると想定するが（2020年の100m2がピーク）、大きな家屋

の環境的影響に対する社会意識の上昇と合わせて都市密度の増加のため次第に平均家屋サイズは

2050年までに、現在のフィンランドでよく見られるレベルである87m2の2005年レベルまで戻る

と仮定している。平均住人数（家屋ごとの住人）は1990年の2.7人から2005年の2.4人、UNの人

口変化予測を基にした2030年の2.1人へと下降トレンドが続く。 

上述した政策の集約的効果は住宅部門のエネルギー消費量を著しく減少し、残りの消費も次第

に電気、CHPベースの区画暖房や太陽熱エネルギーへと移行し、化石燃料から遠ざかるだろう。

図7は緩和シナリオにおける住宅でのエネルギー消費量の変化を示している。一方、図8はサービ

ス部門のエネルギー消費量の変化を示している。棒グラフ中の破線で示された部分はベースライ

ンシナリオに対し緩和シナリオで避けることができるエネルギー利用を示している。 

図7、図8：緩和シナリオにおける家庭部門、サービス部門のエネルギー需要 

 
 

 

(p.17) 
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4.1.2. 重要な政策 

建物のエネルギー性能に関する欧州指令 (EPBD)と、それに関連する欧州エネルギー効率行動

計画 (APEE)は建築と家庭用機器のエネルギーパフォーマンスにおける大幅な改善に向け段階を

設定しており、各国の努力が実を結び始めている。我々の評価の視野はEPBDやAction planの可

能な改善や増加する適用の完全な評価に拡大しなかったが、これらの政策自体では2020年までに

ヨーロッパの建築ストックにおいて40%またはそれ以上の温室効果ガス削減を達成するには不十

分であることは明らかである。加えて下記に示すような政策が移行をもたらすには必要である。 

z EUのEnergy Performance of Buildings Directiveの全ての建物への拡大、またその基準の引

き締め 

現在あるほぼ全て(90%)の建物のパッシブハウスまたは同等の基準への素早い(年5%)改修に

はEPBDの全ての建物への拡大（たとえ現在の境界サイズである1000m2を下回っても）、規

定や基準の改訂を通じてパッシブハウススタンダードレベルへの引き締めとEU各国のこれ

ら政策（または同等の政策）の適用を要する。APEEのいかなる改訂においても、拘束力の

あるエネルギー効率目標が、2020年までの40%削減目標にあわせて設定されることが重要で

ある。これは建物だけでなく産業、交通や農業全体においてエネルギー節約の達成を確実に

するために必要な非常に重要な全体に関わる対策である。 

z 改修への資金と効率対策の規模拡大のための資本へのアクセス 

建物のエネルギー効率へ投資をする際に大きな障壁となるものは資本へのアクセスの欠乏、

家主と投資家の短期での元金回収要求、家主と店子の間での「分割されたインセンティブ」、

そして適格な業者の欠乏である。これらの懸念に対処し市場に確実性を供給するには低コス

ト資本と他の金融インセンティブが必要である。そして需要を満たすための改修産業が素早

い拡大を援助する技術的支援が必要である。ヨーロッパの90%の家屋ストックをパッシブハ

ウス基準へと改修するプログラムは、全ヨーロッパの事業者にパッシブハウス改修の成功例

を普及するためのプログラムを要し、従業員訓練や技術支援プログラムを通して設立される

新ビジネスを援助するだろう。 

z 家庭用機器のパフォーマンス目標と再生可能エネルギーと冷暖房の使用基準 

欧州エネルギー効率行動計画や欧州エネルギーエンドユーザー指令、エネルギー使用機器の

ための指令に基づいて、利用可能な最前の技術基準に応じる積極的な時間計画表を設定する

ために、特定のエネルギー消費基準が特定の時間計画表と共に設定される必要がある。基準

は住宅、商業、農業利用において使用される設備へ適用する必要があるだろう。これを達成

するには、隔たりを埋めるため、明確に責任を設定するためにより論理的で一貫した法が成

立される必要がある。すべての関連法が完全にシナリオの2020年目標達成に貢献することを

確実にする法の枠が必要である。 

 
(p.18) 
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4.2. 産業 
2005年、産業部門からの直接CO2排出（発電および産業で利用される熱からの排出ガスは含ま

ない）はヨーロッパにおいて全エネルギー部門からの温室効果ガスの約12%を占めていた15。し

かし産業における排出ガスの大幅な削減を達成することは大変な難題である。というのは、産業

部門はいくつかの分野において緩和シナリオが想定しているインフラを供給するため拡大される

必要があるためである。 

図9は産業における部門別エネルギー需要のベースラインを示したものである。エネルギー消費

と温室効果ガスが今日と2050年の間にわずかに下降していることに注目いただきたい。これは一

部、いかなる追加的政策にも要求されない、エネルギー強度の継続的「自主的」改善と、全ての

状態で利用可能な最前の産業エネルギー利用行動へと近づく傾向を反映するものであるが、ヨー

ロッパでの産業部門規模の継続的な縮小、それは部分的には継続的な産業生産のヨーロッパ域外

への移動に起因する（それら域外の国の産業部門ではしばしばヨーロッパよりエネルギー、炭素

集約的に操業している）、をも反映している。言い換えれば、ここで示された数字はヨーロッパの

産業エネルギー利用と温室効果ガスを過小評価している（脚注参照）。 

図9：ベースラインシナリオにおける産業部門別エネルギー需要 

 

                                            
15  本報告において、我々はエネルギー利用とヨーロッパ域内で発生する排出ガスのみ、いわゆる生産起源アプローチ、を考慮
している。このアプローチはその平易さのため選ばれ、また IEA 等により記録されている国家エネルギー統計方法に対応して
いるためである。2つ目のアプローチは製造場所を問わずヨーロッパにおける消費を基本とした排出ガスを見積もるものである。
このアプローチ（実際は本研究の目的にはより適切であるだろう）は製造者の代わりに消費者に対して排出ガス責任を割り当て

る。最近のイギリス政府への SEI 調査は、消費起源でイギリスの排出ガスを計算すると、その概算ははるかに高くなるだろう
と計算した。それは一般的に予想されている 1992年から 2004年の間の 5%低下よりもむしろ、イギリスの CO2は消費を基本
とすると実際は 18%上昇していることを示している (Wiedmann, 2008)。 
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4.2.1 鉄鋼 

鋼鉄は新しい交通インフラや、自動車、他部門において緩和シナリオの一部をなす建築には必

要である。製鋼は高熱で操業し、莫大なエネルギー投入量を要する複数の工程からなる。これら

各々の工程において、効率改善の余地が存在する。我々のベースラインシナリオはすでに大幅な 

図10、図11：緩和シナリオにおける産業セクター別エネルギー需要およびエネルギー源 

 
効率改善を仮定しており、それゆえ、緩和シナリオはわずかな追加的改善のみを仮定している。

緩和シナリオにとってより重要なことは燃料転換の機会である。製鋼において問題であることの

一つは、鉄を生成するための反応剤の減少である。最も一般的な反応剤はコークスからの炭素で

あり、その還元の結果CO2となる。過去において、一般的な還元剤は石炭からの炭素であり、そ

してこれや天然ガス、水素や還元剤なしの電気分解を通した還元を含む他の選択肢は将来に可能

である。全てこれらの選択肢は鉄がより少ないCO2生産レベルで還元されることを可能にする。 

還元剤変更の話から変わって、CO2は燃料転換からも削減することが可能である。おそらく最

も有望なルートは高炉鉄から直接還元鉄(DRI)への入れ替えである。溶鉱炉で作られる鉄とは異な
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り、DRIは製鉄に電気炉(EAF)を利用することができる。EAFはスクラップ鉄を利用することが

可能であり、大幅に製鉄に必要なエネルギー量を削減することが可能である。緩和シナリオにお

いては、鉄鋼の製造は徐々に2006年に見られるミックス状態から、EAFへ天然ガスやバイオマス

を供給し、それらを燃料としたDRIへと移行する。CO2も、スクラップ鉄を大いに利用するこれ

らの過程を通してさらに削減されうる。そのような過程において、天然ガスやバイオマスは酸化

鉄から鉄へと変換するDRIの過程に必要な還元剤を供給する。EAFは今日広く使用されており、

2007年ヨーロッパの40%の鉄を製造している（World Steel Association, 2008）。多くはスクラッ

プを加工するために使用されており、およそ1世紀あまり行程の開発がなされたにも関わらず、

DRIの市場浸透はほとんど見られない。その大部分はコストのためである。 

しかし、多くのDRI技術が近年開発されており、温室効果ガスを削減するに当りその有望性か

ら将来において重要度が増す可能性がある。 

バイオマスベースのDRIへ移行するに当り主な制限となるものは、バイオマス資源の利用可能

性（供給力）である。これは非常に大きな制約であり、2050年までにヨーロッパの鉄鋼生産から

の排出ガスの100%削減達成を困難としているものである。緩和シナリオでは、2050年までにヨ

ーロッパの鉄鋼生産の40%がバイオマスベースのDRIで生産され、50%は天然ガスベースのDRI、

残り10%は現在の技術であると仮定している。 

 

(p.20) 

4.2.2 セメントを含む非鉄鉱物 

鉄鋼生産と同様に、セメント製造にも高熱を要し、原材料からCO2を放出する化学変化を伴う。

事実、セメント部門からの非エネルギー化学過程での排出ガスは非常に重要なCO2源であり、お

よそ全セメント生産の3分の2を占める。従って、セメント生産は排出ガス削減に非常に困難な問

題をもたらす。同時に、セメントは緩和シナリオで求める交通インフラや建物の建設に欠かせな

いものでもある。 

しかしながら、現在のセメント製造過程において改善余地や、未使用原料の代わりに廃棄物を

用いるなどの選択肢がいくつか存在する (IEA, 2007; 2008a)。しかし、これらの選択肢が提案す

るものの大半は完全なCO2ニュートラル製品ではなくCO2削減である。つい最近には、CO2を固

定する可能性のあるセメント代替物の生産可能性が探られ始めた（Biello, 2008; ENR, 2009; 

Hirschler, 2009; Pearce, 2002)。しかしこれらは商業化からは程遠く、例えば建築物の構造安全

性に関わる建築業界のもっともな懸念などのため、幅広く適用されるまでには大きな障害に直面

するだろう。 

また、カルシウム炭酸塩クリンカー（焼塊）を鉄鋼生産で発生するスラグなどの代替物と置き

換えるなどでセメント部門からCO2排出を削減することも可能である。緩和シナリオにおいては、

炭素を固定したセメント代替物がいくらか生産に至っているが、（炭素）純減に至るほど十分な規

模ではないと仮定している。クリンカーを廃棄物と代替することと組み合わせて、2020年までに
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過程での排出ガスを12%、2050年までに42%の削減をベースラインと比較し想定している。 

緩和シナリオにおいてセメント部門のエネルギー強度の改善は、2020年でベースラインの15%、

2050年で55%下回るよう最良事例の適用を反映したものである。燃料転換も、バイオマスや燃焼

可能廃棄物が次第に石炭や石油に置き換わることで、セメント生産のCO2強度の減少において重

要な役割を果たす。 

 

4.2.3 化学製品 

化学製品部門は産業部門におけるもう一つの炭素ガスの大排出者である。大部分の排出ガスは

化学変化を起こすために要する熱を産みだすための燃料の直接利用によるものであり、エネルギ

ーの多くは様々な製品でその構成要素として使用される基本的な化学構成物質を生み出すだめに

使用される (IEA, 2007; 2008a)。 

緩和シナリオでは、今日の利用可能な最良の技術によるエネルギー強度へは2020年までに到達

する（2006年比でおおまかに15%節約 (IEA, 2007)）。その後、エネルギー強度は下降しつづけ

2050年に2006年比で約30%低下すると仮定している。 

シナリオはまた、多くの化学過程においていかに天然ガスが石油に、バイオマスが石炭に変わ

りうるかを反映し、またいかに加熱が加工熱または効率的な超音波やマイクロ波ベースの電気加

熱を利用してなされるかを反映し、石炭、石油からバイオマス、天然ガス、電気やバイオマスベ

ースのCHP熱利用の増加へと移行することを想定している。 

 

4.2.4 その他産業部門 

残りの産業部門は温室効果ガスへの貢献が少ない。この理由のため、及びこの調査の制約によ

り、緩和シナリオにおいてはそれらの部門はそれほど詳細に展開していない。しかしながら、先

行の産業部門において強調された一般的特徴が産業部門にはある。すなわち、産業過程は大抵の

場合、大量のエネルギーを要する高温で起こる化学的または物理的変化に依存している。このた

め、化学産業のように、我々はバイオマス燃焼CHPベースの加工熱や電気加熱の様々な形態が石

炭、石油や天然ガスに置き換わりうると仮定し、そのエネルギー効率がベースラインシナリオの

レベルを十分に超えて改善されうると仮定する。これら部門のエネルギー強度は2020年までにベ

ースラインより14%、2050年までに45%下降する。 

 

(p.21) 

4.2.5 結果 

産業部門全体としてエネルギー消費は2050年までに図10、11に示すように大幅に低下する。 
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4.2.6 鍵となる政策 

z シナ リオは産業での生産手法において大幅な変化を予想している。鉄鋼産業の場合、求め

られる技術は今後しばらく利用可能であるが、まだ広く利用されるに至っていない。化学製

品産業ではグリーン化学や電気加熱の原則はよく理解されているが、大きな影響を持つ前に

より多くの経験を必要とする。セメント部門では代替物は非常に早期の開発段階であり、広

く使用される前に多くの調査を要する。これらを心に留めつつ、以下の政策を提案する。 

z 生産技術の変更を援助する規則と補助金が必要 

例えば生産基準を設定、最も汚染の多い生産技術の禁止、税などによる適切な方法への補助

による。 

z 新技術や新材料試験の研究開発の加速 

試験と開発の負担を全て新興企業に負わせることはできない。もし有望な新技術や材料がこ

のシナリオの時間枠内で広く受け入れられるのであれば、それらは極めて迅速にその利便性

を示すことができなければならない。これはデモンストレーションの計画や試験施設への政

府援助を要するだろう。 

z 代替化学原料への基礎研究 

今日の化学産業は石油製品から合成されるわずかの基本的「構成要素」化学物質に強く依存

している一方、バイオマスベースの化学産業はより幅広い化学物質を利用するだろう (Clark 

& Deswarte, 2008)。新製品の開発にあたり現在の化学産業のように効率的であるには、これ

らの生化学構成要素はより理解されなければならない。 

z 化石燃料集約的ではない技術に移行するためのインセンティブ 

今までの所、EU排出量取引制度 (EU-ETS)はまだ十分な排出量削減を果たしていない。シス

テムに生産技術の変化を果たさせ、その引き金を引かせるためには､システムの全体的なキャ

ップは2020年までにEU域内で40%の自国削減目標に必要な量に沿って設定されるべきであ

る。加えて、様々な抜け道を閉じる必要があり、そして排出枠オークション制度の欠落など

問題の多い特徴は再検証されるべきである。この後述の変化はまた、気候変動に取り組むた

めに必要な資金の一部を拠出する手段を提供する。ETSの強化に加え、炭素税を含む追加的

対策もまた必要となるだろう。 

 

(p.22) 

4.3 交通輸送 
人と貨物の交通輸送は2010年におけるEUのCO2の32%に達し、最も急速に排出量が伸びてい

る部門でもある。交通輸送の大半は化石燃料を直接燃焼させる形をとる。一方、電気を使用する

もの（旅客や貨物列車など）は間接的に石炭や原子力による電力にしばしば依存している。また

交通輸送関連の排出ガスは1990年の915MtCO2から2005年の1221MtCO2へと急速に成長してい

る。2つの重要な傾向がこの上昇を説明する。すなわち人と物はより遠くへ運ばれるようになって
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いること、またそれらは鉄道ではなくますます自動車や貨物車で行われるようになってきている

こと、である。その上、乗客はますます飛行機による旅を選択していることも要因であり、1990

年に旅客輸送量の5%から2005年には8%となっている。 

交通習慣や技術の大幅な変化がなければ、大抵のヨーロッパの国々で交通輸送需要の飽和サイ

ンがほぼ見られないので、旅行や貨物輸送の増加は今後も長く継続するであろう。上述のような

トレンドが継続するならば、交通輸送の排出ガスは2020年に1,335MtCO2e、2050年に

1441MtCO2eへと成長することをベースラインシナリオは示している。 

図12は主要な交通手段ごと（道路、鉄道、航空、水上）にベースラインにおける旅客輸送の全

体的な予想される増加を表したものである。図13はベースラインにおける貨物輸送の同傾向を示

している。 

図12、図13：ベースラインシナリオにおける旅客輸送量および貨物輸送量 

 
 

4.3.1 鍵となる緩和対策オプション 

EUにおいて交通輸送からの排出ガスを削減する気運が高まっている。最近のまたは現在進行中

の努力、例えば自動車の燃費基準の上昇、高速鉄道の実施や鉄道インフラの電化などは全て利益

を生むだろう。しかし、現行のまたは計画されている努力は大幅に増加している交通輸送排出ガ

スの傾向を実質的に逆行させるには十分ではないであろう。 

インフラや多くの国においての都市構造の発達は全て道路や空路交通の継続的独占を支える傾

向があるために、EUにおいて交通輸送からの排出ガス削減はすぐには起こらないだろう。交通輸

送エネルギー需要が2020年までに1990年レベルに回帰することなど、我々のシナリオはこの上昇

傾向からの強い脱却を描いている一方で、ヨーロッパの人々の高い流動性も継続して遺児してい

る。 

交通輸送部門における緩和可能性の予測はIEAや欧州連合統計局 (EUROSTAT) (EC, 2009) 

の歴史的データから構築された。またベースラインでの旅客、貨物輸送予想はEC (EC, 2008) か
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ら予測された。これらの予想されたトレンドを基に、我々は潜在的な交通手段変化や自動車効率

の向上、様々な研究に基づきハイブリッドや電気自動車の普及を評価している。特に、直接

IEA(2008)から自動車の技術的潜在性を採用した。また、それらが利用可能になるとすぐにこれ

ら技術への急速な移行が、おそらく政府の必要なところへの金融インセンティブにより、起こる

ことを仮定している。EU内部での全体的な旅客運送レベルは収入の上昇につれて増加することを

可能としているが、個人あたりの全体的な旅客運送レベルはベースラインシナリオよりも低い。

これはより良い都市計画や自転車や歩行の促進、空路旅行を抑える政策など全体的交通輸送需要

を削減する政策を反映したものである。貨物輸送では、物流の改善や経済の一般的非物質化のた

めベースラインシナリオと比較してより穏やかな増加となる。 

 

4.3.2 旅客運送 

緩和シナリオは旅客運送において大幅な変化を求める。特に、それは以下のことを含む。 

z 自家用車や飛行機の替わりに鉄道旅行がより多くの割合を占める。 

鉄道網の拡大（2050年までに現行の2倍以上）や、サービス頻度と質の向上により空路や道

路から鉄道旅行へと大きく移行させることが可能となる。EU域内での旅行は1990年に72%、

2005年に75%が自動車で行われたが、代わりにバスと鉄道とのミックスによりこの割合は

2020年までに69%、2050年には43%へと緩和シナリオでは低下する。更に2050年までに、

EU域内での1,000km以下の航空移動の80%は鉄道に変更する16。未来の標準的な鉄道は速い、

安全、快適、便利であり、それらの要因によりたいていの旅行において自動車や飛行機より

も鉄道が選好されるようになる。 

z 旅客旅行距離は引き続き2020年まで伸びつづけるが、その後は一定に留まる。 

ヨーロッパ内部での移動接続性や経済自由化の拡大はヨーロッパの人々の旅行機会を拡大供

給し続ける。一人当りの旅客旅行は1990年以来一貫して上昇しているが、この傾向は人々が

個人の移動性が1990年よりも50%以上高いことに満足するため2020年までにその傾向は衰

える。2020年移行の個人移動性やレジャー旅行のあらゆる増加はビジネス旅行がテレビ会議

などバーチャル会合に変わることや、次第に地域がコンパクト化することによる都市部での

移動距離の減少、徒歩や自転車での個人移動が増えることで打ち消される17。 

z 消費者はハイブリッドや電気自動車が利用可能になるとすぐにそちらへ移行し、古い自動車

の廃棄が加速される。 

ハイブリッド技術は今や十分確立されており、ヨーロッパやUSAで急速にその市場割合を伸
                                            
16 1,000kmは、高速鉄道が時間と顧客の便利さにおいて航空と競合的である上限と想定される。我々のEUROSTAT (EC, 2009) 
データの分析に基づくと、EUにおけるトップ 20の航空旅行ルートにおいて passenger-km travelledのおよそ 80%は 1,000km
以下である。いくつかの旅行はそれでも航空でなされるであろうために（例えば休暇旅行）、1,000km以下の航空旅行が 100%
鉄道に取って代わる事が出来るとは想定していない。 
17  徒歩や自転車での旅行は標準的な交通輸送統計に含まれていない。結果として、ますます増える徒歩や自転車旅行は、その
効果において、全体的な passenger travelを減少するが、本分析においては直接的に表されていない。全体的旅行の内では徒
歩・自転車は非常に小さな割合のままであると考えられるが、徒歩・自転車旅行は緩和シナリオにおいて全体的な passenger-km
を低下させることに役立つ。 
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ばしている。もし、製造業者が大排気量の内燃機関自動車の段階的廃止、自家用車の急速な

ハイブリッド化と電気化を求められ、消費者が古い自動車を適度な加速割合で廃棄するなら

ば、2020年にはおよそ21%の自動車がハイブリッドであり、2%が電気自動車、残りの78%が

従来の内燃機関となるだろう。内燃機関自動車のエネルギー強度も2020年までに30%低下す

る。これは現行車に比較して2015年までに19%のエネルギー効率化を求めるEUのCO2規則

よりも大幅に積極的な目標である18。この移行により2050年までに実質、路上にある全ての

自動車が完全に電気化されることとなる19。 

z 相乗りの緩やかな増加。 

自動車1台あたりの平均乗者数（負荷係数）は1990年に1.7であり、2006年には1.6へと下降

している(EC, 2009)。相乗り利用の増加（と、自家用車の保有率の低下）がこの傾向を逆に

し、そのような負荷係数は徐々に上昇し2050年には1.75に達する。 

z 鉄道の完全な電化。 

EU27カ国における鉄道の傾向は電気化であり、1990年においては鉄道網の58%が電気化済

みであり、2006年は68%であった(EC, 2009)。緩和シナリオでは、この傾向により2030年ま

でに全ての鉄道が電気化される。 

z 2050年までに65%のバスが電気化される。 

z 飛行機とフェリーはより高効率となる。 

2010年と2050年の間にベースラインで見られる29%のエネルギー強度の減少に加えて更に

9%低下することにより、飛行機における個人移動距離当りの燃料使用は減少する。同様に、

船旅によるエネルギー強度は2010年と2050年の間に28%低下する。 

図14：ベースラインシナリオにおける交通エネルギー需要 

                                            
18  現在の EU規制は、2015年までに新規登録自動車への 130g / vehicle-kmの自動車総量平均排出係数を求めており、2008
年の 160g/vehicle-kmと比較すると 19%の減少である。しかし、この減少は新車のみであることに注目して欲しい。現在世に
ある自動車全体での平均はもっとゆっくりと減少する。 
19  緩和シナリオにおいて電気自動車への移行は IEA (IEA, 2008a) の”Elictric Vehicle Success”シナリオでの移行の後にモデ
ル化された。しかし、緩和シナリオでの電気自動車の普及は IEAシナリオに対して加速されている。MacKay (2008) を大ざっ
ぱに基本とすると、我々は電気自動車の vehicle-kmあたりのエネルギー使用は標準的な内燃機関エンジンの 4分の 1であると
仮定している。 
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(p.24) 

4.3.3 貨物輸送 

旅客輸送と同様、貨物輸送は全体的な活動量（t-kmで計測）と陸上輸送の活動割合の両方に大

幅な上昇が見られている。未来の低炭素なヨーロッパは、ひっくり返せないのであれば、これら

の傾向の速度を遅くすることに加えて低エネルギー、低排出ガスで行うことを求めるだろう。そ

のような移行は緩和シナリオにおいて以下の対策により成し遂げられる。 

z 貨物輸送は、近年急速に増加しているが、横ばいになる。 

EUでの製品消費レベルの増加により貨物輸送は着実に増加している。ヨーロッパの経済的収

束は、人口のいくつかのセグメントで、この製品消費の継続する上昇を示唆するが、物流の

効率化と非物質化（物質的消費レベルの低下）による利益のため、この上昇傾向は最大であ

る2010年以降の1人当り5,600t-kmへ向け鈍化する。現在の1人当り5,000t-kmレベルから増

加しているが、ここ数十年の増加しつづける消費傾向からの力強い脱却である。 

z 鉄道インフラの拡大は、より多商品を道路輸送ではなく鉄道での輸送を可能にする。 

道路運送は1990年以来増加している貨物輸送を代表しており、2005年にt-kmの73%に達して

いる。鉄道網拡大により、この傾向は反転し始め、貨物輸送における鉄道の割合は2005年の

20%から2050年の35%へと上昇する20。 

z 貨物自動車はより効率的になり、電気化またはハイブリッド化され、鉄道貨物輸送は電気化

される。 

2050年までに、全貨物自動車の半分が電気化またはハイブリッド化される。ハイブリッド化

は2015年にゆっくりと開始され、その後2030年以降に著しく増加する。鉄道の電気化に向か

                                            
20  Zimmer and Schmied (2008)における道路運送の理論的な推移潜在性に基づく。 
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う現在の傾向は全ての鉄道が電気化される2020年まで続く。貨物自動車は2020年に今日より

20%高効率となる21。 

z 内陸水路の船はより効率化される。 

船便のエネルギー強度は2010年から2050年の間に28%低下する22。 

上述した貨物輸送の移行は非常に重要であるが、大幅な技術と社会的動員で達成は可能である。

将来の貨物輸送成長の緩やかな停止は、特に、ヨーロッパの消費が横ばいになることを反映して

いる。それは長持ちする製品、省原材料、そして輸送距離の短縮を通じて達成される。 

図15、16：緩和シナリオにおける旅客輸送量および貨物輸送量 

 

(p.25) 

4.3.4 鍵となる政策 

ヨーロッパにおいて上述した移行をもたらすことを支援するために拡大されうる多くの動きが

進行中である。例えば、自動車の燃費基準、拡大、電気化や鉄道インフラの改善、貨物物流の改

善などについてECにおいてハイレベルな政策論議が進行中である。これらすべての活動は上記し

た移行を達成すために必要なさらに大胆な行動を取るための強力な基盤を供給する。必要な政策

行動の詳細一覧はこの調査の範囲を超えているが、移行をもたらすためには少なくとも以下の政

策を伴うことが明らかに必要である。 

図17、18：緩和シナリオにおける交通・エネルギー需要 

                                            
21 IEA (2008) から適合させた仮定であるが、我々は IEA (2008a) より早い電気貨物自動車の成長（とより深い浸透）を仮定
している。 
22  IEA (2008a) での仮定に基づく。 
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z 積極的な自動車のパフォーマンスおよび技術の基準は乗用車、貨物車に急速な、短期間で先

進内燃機関自動車技術（ハイブリッドを含むがそれのみに限らず）への移行をもたらし、大

型車の普及率を引き下げる。自動車効率の改善（現行の自動車排出ガス基準の更なる強化に

よりもたらされるだろう）と同時に、例えば2035年に販売される自動車は完全に電気自動車

でなければならないなど、はっきりとした政策措置が電気自動車への移行を支援するために

は必要とされるだろう。 

z 自動車充電所を含む電気交通インフラの拡張。 

積極的に電気自動車を開発する製造者の努力と協調し、ヨーロッパの国々の政府は電気自動

車充電に必要なインフラ整備を行う必要があるだろう。またこれらの自動車が余剰電力を電

力需要が高い時に送電網に逆に供給することを可能とする必要があるだろう。加えて、鉄道、

バスや貨物自動車のための電気化されたインフラが必要とされるだろう。 

z 高速鉄道を含む鉄道インフラの規模拡大。 

高度に連結されたトランジットシステムはヨーロッパの経済競争力や雇用の土台となるも

のであり、ECがトランスヨーロッパ交通網を築いた時に認識された事実である。ECはトラ

ンスヨーロッパインフラの拡大へ2007年から2020年の間におよそ5,000億ユーロ投資する

ことをすでに確認している。緩和シナリオの目的を達成するためには鉄道インフラに焦点を

置くため努力の大半を要し、コミッションとメンバー国が2050年までに鉄道インフラを2倍

以上にする長期計画を導入する一方で、短期では現在あるインフラの大幅な快適性、効率、

速度と利便性の改善を行う。 

z 航空交通への補助金の廃止 

ケロシン燃料の税免除など航空交通への直接および間接補助金や、空港建設や飛行機製造へ

の間接補助金は空路移動を割安にする。これらの補助金は他の損害が少ない輸送形態と条件

を等しくするため廃止される必要がある。 
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z トランジット、自転車そして歩行者に優しい地域社会を支援するための都市計画と土地利用

基準、より輸送効率の良い都市形態 

交通システムの拡大、主流化そして改善のため、また車の変わりにトランジット利用の増加

を招き適応するために都市交通計画が必要とされるだろう。加えて、むやみに地方へと拡大

開発する代わりに、土地利用の区画化がコンパクトでトランジットフレンドリーかつ歩きや

すい地域社会を支援するために必要であるだろう。 

z 他の対策 

渋滞課金制度、車進入禁止地域、道路利用料金制度、運賃や重量税の導入や、一般的には化

石燃料への補助金の削減は公共交通の開発へと努力を導くための追加的対策である。 

 

(p.26) 

4.4 農業 
農業へのエネルギー需要はEUの総最終エネルギー需要の2.2%以下であり、農業のエネルギー

使用詳細に取り組む温室効果ガス緩和の研究はほとんどない。この理由からこの研究では農業部

門を詳細には検証していない。削減選択肢は、いくつかの場合、電力インフラから距離があるこ

とにより制限される（それゆえに燃料転換の可能性も限られる）が、それでも削減機会は残って

いる。Brown and Elliot(2005)の仮定と推測を採用することで、我々は灌漑用ポンプ、モーター

や他の農業危機の効率改善がベースラインと比較して2020年16%、2050年に35%のエネルギー利

用削減を産むと仮定する。また、多くの石油または軽油を利用する設備は2050年までに電気駆動

のものへと推移する。 

農業部門での小規模のエネルギー利用に加えて、IEAエネルギー統計は、2006年にEU27カ国の

総最終エネルギー需要のわずか1.6%を占めた「指定のない」燃料利用の項目も含んでいる。この

部門も詳細については検証されていない。その代わり、この部門のエネルギー強度（GDP当り）

は全体としての産業部門と同様の割合で減少すると仮定される（下記参照）。最後に、燃料の非エ

ネルギー利用（例えば、石油化学部門での原料利用）は全体を網羅するために我々の分析に含ま

れるが、それに伴う温室効果ガスの排出はないものと仮定される。 

 

(p.27) 

4.5 非エネルギー部門の排出ガス 
ヨーロッパの土地利用は現在の所はCO2の吸収源であるが（すなわち積極的にCO2を固定して

いる）、農業、林業と固形廃棄物部門は一転、メタン(CH4)や亜酸化窒素(N2O)などの極めて強力

な温室効果ガスの重大な排出源である。工業過程（すなわち、燃料の直接燃焼以外）はもう一つ

の重大なCO2排出源である。特に、そのエネルギー要求の点においてすでにセクション4.2.2で述

べたが、セメント製造はCO2の主要排出源である。 

CO2以外の温室効果ガス（メタンや亜酸化窒素など）の緩和シナリオでの予想はECの最近の研
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究（Aman, 2008）に基づいている。その研究は個別メンバー国により供給された、またはデータ

供給のなかった国についてはモデルを導くことにより、エネルギー利用、農業活動、その他傾向

のベースラインのような予測に依存している。これらの予測から、研究は60以上のメタンを制御

する個別の対策、10の亜酸化窒素対策、15の他の高温暖化係数ガスの制御対策を評価している。

研究は最新の政治状況を基にこれら対策の潜在的なベースラインへの適用を評価しており、その

後、2020年までベースラインをはるかに超えた潜在的な緩和量について評価している。我々は、

2020年まではこれら潜在的な量を適用し、2050年までは、その研究において見られる潜在的な緩

和量よりもさらに10%増加されうるとする高い不確実性が保守的に仮定されていることを前提に

している。 

 

4.5.1 土地利用 

土地利用、土地利用変化及び林業部門(LULUCF)は地球的に温室効果ガス削減と大気からCO2

を取り除くことにとっては基本となるものである。しかし土地利用に関連する温室効果ガスの削

減または除去の全選択肢は、特に、どれだけCO2が取り除かれたかの計算は非常に複雑であり、

食糧生産から生物多様性保護にかけて土地の競合利用が存在するため議論の的である。2007年を

通じたLULUCFによる純固定量のベースライン予想は最新のEU温室効果ガス排出インベントリ

（EEA, 2009）から用いている。LULUCFによる大気中からの排出ガス純除去（すなわち固定量）

は原則的に木々の生長を通じて行われるが、それだけでなく、わずかではあるが、農地や草地で

の炭素固定にもよる。2008年以降からのLULUCFによる純除去予測量はIPCC第４次評価報告書 

(IPCC, 2007) にも報告されているIMAGEモデルのヨーロッパ固有の結果に依存している。 

これらの予測は2033年までヨーロッパの林業部門において純固定量の減少を示している。おそ

らくは、木々の炭素固定量の飽和とヨーロッパでのゆるやかな森林再生率によるものと考えられ

る。我々はLULUCF排出ガスへの予想されるベースラインにおいてこれと同様の傾向を採用した。 

林業における緩和可能性としては、IPCC第４次評価報告書にまとめられている研究は中期

（2030年 – 2040年）において90MtCO2eから295MtCO2eのオーダーで提案している。しかしな

がら、これらと同じく炭素固定能力の向上（例えば、材木の薄化、余剰土地、農業土地）をもた

らす根底にある土地資源はバイオマス生産へも利用可能である。これら土地資源からバイオマス

潜在性のダブルカウントを避ける必要があるため、我々はヨーロッパのLULUCF部門においては

ベースラインと比較して追加的な固定は発生しないと保守的に仮定している。この仮定は

European Environmental Agency (EEA, 2006)によってもたらされる環境互換性のある潜在的

な量までバイオマス生産を行うことを可能にし、緩和シナリオに必要なバイオマス量（主として

CHP施設の原材料として使用される）に十分以上の量である。実際には、バイオマス生産と競合

しないであろう炭素固定の追加的な機会が存在するかもしれない（農場での農業生態学的農業へ

の移行を通しての土地固定の形など）。しかし、これらの選択肢を評価及び含むことをこの調査で

は試みていない。 
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図19、図20：ベースラインシナリオ、緩和シナリオにおける非エネルギー起源温室効果ガス排出 

 

(p.27) 

4.5.2 農業 

農業からの大半の排出ガスは、亜酸化窒素（N2O）を発生する土地への施肥の結果及び、腸内

発酵およびし尿に関連するメタンを発生する家畜飼育から発生するものである。それゆえ、農業

からの排出ガスを削減する技術的戦略は主として肥料や飼育行動に焦点を当てる。シナリオに含

まれる緩和行動は以下のものを含む23。 

z 主として牛、豚のし尿を取り扱う嫌気性浄化槽の設置 

z 腸発酵からの排出ガスを削減するための家畜飼育行動の変更。飼料の変更は反芻家畜固有の

消化器官でのメタンの発生を減らすことができる。 

z 施肥量と施肥時期の変更。肥料使用の削減、肥料適用時期の改善、「精密な農業」と硝化防止

剤と共に先端肥料を使用することにより農業からのN2O発生を大幅に削減することが可能で

ある。 

z 高有機質の泥炭や沼地土壌である有機質土壌における農業の段階的廃止 

これら技術的対策に加えて、緩和シナリオはヨーロッパ人の食事が肉の少ないものに、健康な

食事に変わることを推測している。家畜飼育の気候、環境影響は長く十分に証明されている。同

様に、肉の健康への悪影響もよく知られている。肉の少ない食事へと切り替えていくことによっ

て、ヨーロッパ人はより健康的になり、温室効果ガス削減へ貢献するだろう。2020年までにヨー

ロッパ人は、平均的に、健康的な肉消費レベルに変わっていると仮定する24。このタイプの食事

                                            
23 これら技術的緩和戦略の全ては Amann et al. (2008) かた直接採用された。 
24 とりわけ我々は Stehfest et al. (2009)の「健康的な食事」を採用する。 
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は今日の平均的ヨーロッパ人が採っているものよりおよそ60%肉の少ない食事である25。そのよ

うな食事を採用することは家畜からの直接的なメタンやN2Oを削減するだけでなく、その家畜飼

料に用いる作物に使用される肥料からのN2Oも削減する。更に、肉生産の削減は潜在的に多くの

土地利用を削減し（牧草地など直接的なものだけでなく飼料作物育成に必要な土地の両方を含む）、

バイオマス作物生産や炭素固定に用いるなど方向が変更されうる26。 

更なる温室効果ガスの削減機会が、緩和シナリオに含まれているもの以上に、農業部門におい

て可能であるだろう。特に、現行のレベルを超え農地に炭素を固定するかもしれない無耕起また

は低耕起農業を含んでいない。そのような行動の効果は重大であると考えられるが、土地に固定

された炭素の永続性に関し不確実性が存在するため、この選択肢を省いた。加えて、ポリカルチ

ャー（同じ土地における多品種栽培）やパーマカルチャー（ある作業から出る廃棄物を直接投入

量として他の土地へ使用する）の先進技術は更に排出ガスを削減するだろう。それらはまた潜在

的に土地をより生産的にすることが可能であり、いずれかの温室効果ガス固定のためにさらによ

り多くの土地を自由にすることが可能である（CO2吸収のため木の育成など）。これら選択肢のど

ちらも緩和シナリオには含まれていない。 

 

(p.28) 

4.5.3 廃棄物と汚水 

埋立地や汚水処理施設は重大なメタン(CH4)発生源である。米国環境省の報告（US EPA, 2006）

によると、ヨーロッパの埋立地から発生するメタンはおよそ90%削減可能であるだろうとしてい

る。廃棄物の緩和選択肢は、緩和シナリオにおいては、埋立地でのメタン回収、燃焼またはエネ

ルギー利用や、紙や木材廃棄物の再利用、食品廃棄物の堆肥化とバイオガス化、そして廃棄物の

焼却処分である。汚水処理の緩和選択肢は、処理施設での都市下水の処理改善（メタン回収を含

む）、トイレや汚水処理タンクでの地域下水の処理改善、そして工場の廃水施設での処理改善やメ

タン回収を含んでいる。これら手法の大半は2020年までに実行されることが可能である27。 

 

(p.29) 

4.5.4 産業での CO2以外の排出ガス 

いくつかの産業部門と産業での作業はメタン（CH4）、亜酸化窒素（N2O）や他の高温室効果

係数ガスを産む。緩和シナリオにおいてこれらガスの緩和選択肢は石炭探鉱や石油、ガス部門の

施設からのメタン回収、そして天然ガス配送網の向上を含む。 

                                            
25  特に、我々は肉と卵の消費が現在の 1人 1日 245グラム（FAO (2007) により定義されており、消費前の廃棄物を含む）か
ら Stehfest et al. (2009) の 1人 1日 102グラムに落ちると仮定している。削減が大きなものは豚肉消費 (87%減少)、牛肉／羊
肉／ヤギ肉（69%減少）、そして鳥肉と卵（1%減少）へと続く。  
26  肉から摂取しないタンパク質を補給するために必要な穀類や豆類の作物を生産するために増加する土地利用を考慮して、示
されている食事の変更はおよそ 900万ヘクタールの土地を解放することができるだろう。各種類の動物えの土地需要に関して、
我々の仮定は Stehfest et al. (2009)から採用されている。 
27  廃棄物への全選択肢は Amann et al. (2008)から採用されている。 
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4.5.5 結果 

緩和シナリオの結果は非エネルギー部門からの温室効果ガスは1990年の670MtCO2eから2020

年の約370MtCO2e、2050年の約183MtCO2eへと、1990年比で73%の削減、ベースラインシナリ

オでの2050年純排出ガス比で64%の削減が可能であることを示している。図20は緩和シナリオで

の非エネルギー部門での上述した排出ガス対策の累積効果を表している。 

 

4.5.6 鍵となる政策 

今までの非CO2ガスの削減の多くは、市場および経済的要因により起こっている。これら削減

の多くは今後も続くと考えられる。しかし、市場が技術と行動を提供し実行する効率を向上する

ために、同時に規制や更なる市場への支援なくしては制定され難い行動を前進するために政策が

必要とされるだろう。特に、パフォーマンスまたは処理基準(process standards)や特定排出ガス

源や特定行動へのインセンティブが必要とされるかもしれない。例えば、 

z 緩和シナリオは、家畜飼育と施肥量、施肥時期からのメタン排出が重大な削減可能性を秘め

た2つの領域であることを示している。政府の計画や規制は、これら排出ガスへの絶え間なく

厳格化される基準の設定及び、または、望ましい行動へと導く金融インセンティブを提案で

きるだろう。加えて､精密な農業や他のN2O削減手段と技術（窒素防止剤やGPSを利用した

施肥装置など）への政府技術支援は優れた実践行動の実施の加速を援助するだろう。 

z 2013年に計画されているEUの共通農業政策（Common Agriculture Policy）の改編を、気候

に友好的でない集約的農業からより持続可能な農業の形態へと政治的、資金的援助を移す新

しい食糧農業政策を展開する機会として利用できるだろう（例えば、農業生態学に基づく農

業や生物多様性を保護する農業など）。 

z 食品の値段決定やラベリングは、より健康的で肉食の少ない食事をとることを後押しするた

めに利用できるだろう。従って、家畜からの排出ガスも削減できる。 

z EU埋立指令は全ての埋立地および汚水処理施設から発生するメタン回収を義務付けるため、

またメタン発生に貢献する物質の転用を最大化するため拡大されるだろう。 

z 石油、ガスや他の産業施設において、ある種の高温室効果係数ガスの使用、及び、または放

出規制のため基準が強化されうるだろう。 

図21：ベースラインシナリオにおける電力供給 
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(p.30) 

4.6 発電 
4.6.1 ベースラインの傾向 

緩和ベースラインシナリオは、化石燃料（主として石炭と天然ガス）が継続して独占し、各国

が現在述べている原子力発電政策が継続するという仮定のもとに2050年まで推測された発電部

門の歴史傾向を反映している。石炭火力発電サイクルと組み合わせた統合ガス化などの新しい効

率的な発電技術の導入やEUでの最良実施例の一般採用と一致して次第に化石燃料発電の効率が

向上すると仮定している。しかし、燃料原料に大きな変更はないと仮定し、CCSのような新技術

は含まれていない。 

図21は重要な技術ごとに2050年までベースライン発電量を、CHP施設（セクション4.7参照）

からの発電を含んで示したものである。 

石炭、水力、原子力と天然ガスは地域において主要な発電資源でありつづけるが、ヨーロッパ

の国ごとに電力供給手法は大幅な多様性が存在する。例えば、多くの国においては｢ガスに邁進｣

している。フランスでは原子力がベースロード発電の独占源として残る。最近の天然ガスや風力

の伸びはベースラインにおいても継続すると考えられる一方、原子力も重要な発電源として残る。

その大部分はフランスの電力部門とイギリスのような他のEU国の原子力への最注目の組み合わ

せにおいて独占するためである。図22は2050年の主要EU国において予想されるベースライン発

電ミックスを示している。 

図22：ベースラインシナリオにおける2050年の発電ミックス 
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4.6.2 鍵となる緩和オプション 

緩和シナリオに設定された厳しい排出ガス目標を達成するために、ヨーロッパは全ての石炭と

石油火力発電の完全な、早期段階的廃止を必要とする。一方、天然ガスは発電のバックアップ用

としてのみ使用されるものと位置付けられる。前述したようにFoE欧州の要請により、多くの潜

在的緩和選択肢が考慮から除かれている。除かれた選択肢は原子力やCCSと組み合わせた石炭火

力発電などを含んでいる。バイオマスの大規模使用もまた、ヨーロッパ域内で持続可能に育成で

きる量に厳しく制限されており、その使用は電力と熱を生むCHP施設のみに限られている。 

これらの選択肢を除外して、緩和シナリオは風力、太陽光、水力、地熱、波力や潮力などの再

生可能な発電資源に強く依存している。従って、鍵となる問題は発電資源が緩和シナリオで求め

られる電力量を供給可能か否かである。 

この問に答えるには多くの重要な側面が存在する。 

z 効率改善策は電力需要を十分に削減できるのか？ 

z 再生可能な資源の潜在力は電力要求を満たすだけ十分大きなものであるのか？ 

z 風力、太陽光や他の間欠的な電力資源固有の可変性の問題は克服されるのか？ 

z 新しい再生可能な資源は、化石燃料発電施設が迅速に廃止される時、それによりできる供給

の空白を埋められるだけ十分なスピードで建設されうるのか？ 

緩和シナリオはこれら課題の一つ一つに対処する。 

まずエネルギー効率について考えるにあたり、緩和シナリオは非常に意欲的なものであるが、

我々は経済の全ての最終消費部門（建築、産業、交通、農業）において2050年までにどの程度エ

ネルギーが効率化されるかについてのもっともな仮定を信じている、と注記することは重要であ

る。しかし、シナリオは電力と熱の直接消費の方が好まれ、多くの部門において地域化された化

石燃料の燃焼は最終的には抹消されるという電化の全体的戦略も計画的に反映させている。従っ

て、例えば、交通輸送部門では電気自動車がガソリン、ディーゼル自動車に置き換わり、建築部

門では建物外殻の熱効率を改善する大きな努力の後に残された冷暖房負荷はCHPシステムから
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の熱と電気による地熱ヒートポンプがその大半を供給する。この戦略は2重の利益をもたらす：ま

ず、数多くの小規模なCO2発生源を抹消する。2つ目に非常に大きな電力貯留の新しい潜在性を供

給する（電気自動車バッテリーの形で）。 

従って、緩和シナリオは大幅な効率改善（エネルギー需要について記したセクション参照）を

反映しているが、それはまたエネルギー最終消費をますます電力化するための「競争」も反映し

ている。シナリオの鍵となる側面は、意図的に、特にシナリオの最初の20年は化石燃料発電と原

子力発電も迅速に段階的廃止される時期であるため、電力需要の急増を許していないことである。

この期間での電力需要の急増を許すことは（例えば、あまりに早く自動車の電力化を求める戦略

など）、風力や他の再生可能な発電形態の建設を不可能なほど程高い割合で求める。緩和シナリオ

は2030年以降にのみ交通輸送での電気化が強化されることを想定しているため、よりゆっくりと

（した電力需要の増加）、従ってより可能性のある風力や他の再生可能エネルギー施設の建設割合

を仮定している。緩和シナリオにおいて、最も迅速な追加的風力設備の建設を求める時期は2020

年から2030年の10年間である。その期間に、新規風力発電は全ヨーロッパにわたり25GW／年の

割合での建設を要求される。これは非常に急速で全く前例のない割合での追加建設であるが、お

そらく緊急のグローバルな気候変動対策の動員の想定下においては可能であるだろう。将来の風

力タービンは今日建設されている最も大きなもの（5MW）とサイズが等しいと仮定すると、これ

は2020年から2030年の10年間で毎年5,000機の建設が必要になることを意味している。ちなみに、

最近10年で中国は石炭発電施設を100GW／年もの速度で追加建設している。このかつてなく高い

割合での風力発電の追加は、風力発電の潜在力が豊富にあるイギリスで見られるだろう。イギリ

スにおいては、緩和シナリオは風力発電の追加は2020年から2030年の間に最大の5GW／年で求

められ、総風力容量は2020年に44GW、2030年に92GWに達する。 

図23：緩和シナリオにおけるセクター別エネルギー需要 
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(p.32) 

4.6.3 再生可能エネルギーの潜在可能性 

家庭部門において、電力消費量は増収と電気製品の保有率の上昇が効率化向上の影響を上回る

ため、2010年と比較して2020年には8%、2050年には14%伸びる。産業部門では、主として効率

化の利益のため、電力消費は2010年と比較して2020年に12%、2050年に49%減少する。交通輸送

部門では、電気自動車、電気鉄道旅行がいたる所に普及するので、電力消費は2010年と比較して

2020年に219%、2050年に606%と莫大に増加する。全体的には電力需要は2010年に比べて2020

年に6%、2050年に24%増加する。 

図23に示した電力需要を前提として緩和シナリオの設計は表1に示されるEU27カ国の再生可

能エネルギー技術の潜在性を再吟味することにより始まる。表1のデータは様々な出典から採用さ

れた。German Aerospace Centre (DLR, 2006)により2006年に出版されたある広範囲に渡る研究

はEU27カ国に渡って主要な資源区分の経済的潜在性を比較している。一般的に、その包括性から

我々はこの研究結果を採用した。例外は風力とバイオマスのケースである。それらは2006年、2009

年にEuropean Environment Agency (EEA, 2006; 2009)がおこなったより詳細な分析結果を参考

にした。しかし、EEAとDLRの調査の間にはヨーロッパにおける風力の経済的潜在性の見積もり

に大きな隔たりがあることは注目に値する。DLRの調査は風力のEU27カ国での経済的潜在性は

約1,332TWhであるとしている一方、EEAの調査は25,102TWhの陸上風力に加え、3,400TWhの

海上風力と見ている。これはDLRのものの20倍以上大きいものである。違いの原因の一部は、単

位土地面積あたり利用可能なエネルギーを増加するより大きな平均風速とより大きなタービンを

想定しているためである。また、潜在的に風力に使用される可能性のある土地面積について大幅

に異なる仮定を反映している。陸上の環境規制を評価するため、EEAの調査はNatura 2000や他
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に指定されている自然地域を除いており、経済的に競争力のある場所、または2030年までに競争

力を持つと考えられそうな場所のみ（生産コストが6.7cent/kWhより低くなると考えられる場所）

を考慮している。しかし、EEA調査は風力開発に残されている総土地面積の分散に一般的な制限

を設けていないようである。すなわち25,102TWhの陸上風力の経済的潜在性は、もし都市部、森

林や農業地（農業用、風力発電用の両方に同時に使用されうると仮定されている）を含む全ての

風力に適した利用可能な土地が利用された時にのみ生み出されるものであろう。ヨーロッパの大

半を覆うこの風力の観点は社会的、政治的、環境的に受け入れがたいだろう。 

それにも関わらず、風力エネルギー潜在性の一般評価の基礎としてEEAの調査を利用する方が

適当であるとするのは、その調査のより高い透明性とより詳細な証拠書類のためである。風力に

利用可能な土地の非常に高い予想を説明するために、シナリオはEEAが予想した風力の経済的潜

在性の内わずかのみ（5.6%または約1,600TWh）が実際に開発されるように設計している。 

 

(p.34) 

4.6.4 再生可能エネルギーの可変性への対応：蓄電の必要性 

ヨーロッパの再生可能エネルギー源の基礎は非常に大きなものであるが、最大の再生可能エネ

ルギー源である風力、太陽光と同じく波力と潮力も、それらエネルギーが依存している本質的な

間欠性の問題がある。これらエネルギー源は安定した容量への貢献がわずかであり、この問題が

これらエネルギー源をベースロードプラントとすることを困難にしている。ある種の間欠的な再

生可能エネルギー技術にとって、あるシステムのピーク生産量に対応するため、例えその電力が

年間に非常に限られた時間だけ利用可能なものであるとしても、十分な送電容量が建設されなけ

ればならないために送電コストも上昇する。 

短期での風力発電にとっての凪や太陽エネルギーによっての曇りなどによる間欠性の問題に加

えて、長期における小康状態の2つ目の問題が存在する。風力発電地帯が5日以上もほとんど発電

しないこともあるのは知られたことである (MacKay, 2009)。需要の季節性変化が3つ目の問題で

ある。例えば、風力の利用可能性は冬期に高くなる傾向があるが、需要のピークはエアコン負荷

により夏の方が高くなるだろう。 

これらの懸念に対処するためには、いかなる将来の発電システムも、互いに季節性、地理的に

補完しうる再生可能エネルギー技術の混在と、長期に再生可能エネルギーが利用できない期間を

相殺することのできる大容量蓄電のバランスの取れた設計が重要であるだろう。幸運にも、この

難題に対処することができる、以下のような幅広い選択肢が開発されている。 

z 電気自動車：プラグインハイブリッド車と電気自動車のCO2ガス削減利益は、電気エネルギ

ーの貯蓄場所としての潜在性により強化される。運転されていない自動車は、再生可能エネ

ルギーが利用不可能な時にエネルギーを配電網へと戻すことが可能となるよう設計される

だろう。緩和シナリオで2050年までに要する2億6300万台の電気自動車の1/3が電力源とし

ていつでも利用可能であると仮定し、かつ充電時に多い2.5KWで配電網へ逆供給できると仮
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定すると、それらはヨーロッパのシステムにおいてピーク電力要求量の50%以上である

217GWを供給可能であろうと予測する。 

z 需要側管理(DSM)：供給不足である時に電力を落としたり、スイッチを切ったりすることが

できる新しい電気機器や設備は短期での大きな電力需要のバランスを取ることができる大

きな潜在性も持っている。冷却、空調、洗濯機などや地熱ヒートポンプは全て中央制御され

るDSMの先進技術にふさわしい候補であり、少なくとも短期での大きな需要においては負荷

の平滑化に大きく貢献するだろう。 

z 地理的バランスと資源の多様性：ヨーロッパの再生可能エネルギーの鍵となる特徴は、異な

る資源と異なる需要が大陸の異なる地域に集中しているということである。特に、ヨーロッ

パの水力資源の大半はスカンジナビアとアイスランドに、太陽エネルギー潜在性の大半は南

ヨーロッパに（そしてEUとの境を超えて中東や北アフリカに；下記参照）、地熱エネルギー

潜在性の大半は地中海沿岸、バルカン、EUの東部の国々にある。同様に、特に冷暖房負荷

において需要にも地域差が存在するが、これら気候の違いは、一度建物外殻の効率を大幅に

改善すれば2050年までにはいくらか影響が少なくなるだろう。これら地理的変化量は負荷の

よりよい管理機会を創造する。例えば、冬季により頼ることができる風力源は夏季により頼

ることができる太陽エネルギーで補完されることができる。同様に、需要のピークはEUの

異なる国で異なる季節の異なる時間に起こる。これら地理的変化量を有利に利用するにはヨ

ーロッパの配電システムの大きな改善を要する。高電圧交流(HVAC)配電システムはロスが

非常に大きいため長距離の一国サイズの電力量を輸送するには経済的ではない。しかし、高

電圧直流(HVDC)システムは、負荷を安定し現在のHVACシステムのkm当り電力ロスの半分

以下で超長距離の大電力供給の輸送支援する全EUに渡る電力の「スーパーハイウェイ」と

して稼動する潜在性をもっている。そのようなHVDCシステムは中東や北アフリカから太陽

エネルギーによる電力を輸入（下記参照）する時にも必要とされるだろう。もちろん送電網

の大規模拡大はコストがかかり、その景観的影響や土地利用需要により、支持を得ないかも

しれない。 

z 再生可能エネルギーの貯留：上述したように、風力や他の間欠性のある再生可能エネルギー

の現在の設計は2つの理由で問題がある：まず、必要な時に利用できないことがある、しか

し利用可能な時に合わせるため送電システムも巨大なものを必要とする。再生可能エネルギ

ー資源はしばしば需要の中心から遠く離れているため、新規配電網建設コストはそれらエネ

ルギー源を競争力のないものとするボトルネックとなりうる。再生可能エネルギーによる発

電と地域化された比較的長期のエネルギー貯留はこの問題の克服に役立つだろう。すなわち

間欠的な発電源を信頼できる、発送できるものへと変化させることでより価値のあるベース

ロード源とすることができる。多くの有望な地域の貯留選択肢は、フライホイール、バナジ

ウムや他のバッテリー蓄電選択肢、そして集中太陽エネルギー設備と合わせて使用する溶融

塩貯留タンクを含み現在積極的に開発されている。ある一つの見込みあるすでに商業化され
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ている選択肢は、圧縮空気エネルギー貯留(CAES)の利用である。CAESは岩塩空洞、帯水層

や他の地下の地理的特長を、風が吹いている時に圧縮空気を貯蔵するため利用する。圧縮空

気はその後少量の天然ガスととも、蒸気または燃焼タービンを駆動し風力が利用できない時

に電力を供給するために使用される。CAESシステムは様々な理由から期待されている。ま

ず、CAESはすでにヨーロッパとアメリカ両地域においてピークシェービングプラントとし

て操業されている実績のある、信頼ある技術ということである。2つ目に、貯蔵は地下に設

置されるため、CAESは最小限の追加的土地しか要求しない(標準的風力発電地域より15%だ

け広い)。3つ目に、事前評価によると、CAESに適した地理的地域の利用可能性と風力潜在

性が高い地域とは一般的に愛称が良いと予想している（ヨーロッパにおいてはもっと多くの

研究が必要ではあるが）。4つ目に、CAESタービンに天然ガスを用いる時でさえ、風力/CAES

施設から出るCO2ガスは非常に少なく、高校率天然ガスコンバインドサイクル発電施設

(NGCC)から発生するCO2の約20%である。しかしながら、天然ガスは更に排出ガスを削減

するために限られた量のバイオマスに最終的には置き換えられるだろう。最後に、CAESの

コストはCCSを伴う石炭火力発電と競合的であると予想される。シナリオではCAES技術を

伴った陸上風力がコスト見積もりを出せるようにより詳細に研究されている。しかしCAES

もまた揚水システムやフライホイールのような技術に置き換えられるだろう。 

z 中東及び北アフリカからの太陽エネルギー輸入：ヨーロッパの風力ポテンシャルは非常に大

きいと考えられるが、中東や北アフリカ(MENA)の太陽エネルギーの技術潜在性、ある見積

もりによると数十万TWh(DLR, 2006) -理論的には長期にわたり全ヨーロッパのエネルギー

ニーズを供給するに十分である- に比較すると小さく見える。集中太陽エネルギー(CSP)を

ヨーロッパへの比較的軽度の電力ロス(15%)であるHVDC配電網と合わせて用いれば2050

年までに莫大な量の電力を供給可能だろう。夜間や需要ピーク時に蒸気タービンを動かすた

め、CSPシステムからの熱は日中溶融塩の形で貯蔵可能だろう。CSP施設からの廃熱も水の

脱塩（水不足による対立が深刻な問題となっている地域にとっては重要）に使用されるだろ

う。この概念はこれを促進するために最近DESERTECと呼ばれる団体が設立される程に注

目を集めている。DESERTEC財団はCSPは100GWもの電力をヨーロッパとMENA地域に供

給できるだろうと予測している。CSPが魅力的であるのはその巨大な潜在性のためだけでな

く、北ヨーロッパの風力と水力の開発に技術的、季節的そして地理的バランスをもたらすた

めである。更に、そのようなシステムの基本的な技術要素はすでに比較的多く実証、商業化

されている。そのようなシステムの資本コストはが、十分な調査開発と証明努力と共に時間

が経つに連れて著しく下がるだろう。そのようなシステムの不利な点は莫大な初期資本コス

ト、供給の安全性についての懸念を生むヨーロッパ域外の立地条件とプロジェクト全体の規

模の大きさを含んでいる。もし下手に実施されると、そのような巨大プロジェクトは、歴史

的に石油、水力や他の巨大エネルギー計画に伴っているある種の腐敗や統治の問題を招くだ

ろう。同様に、多量の脱塩水を利用可能とする可能性は巨大な開発の賜物であるだろうが、
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そのような大規模システムはヨーロッパの人々やビジネスの利益をほぼ排他的に実施され、

MENA地域の地元の人々に有益な利益はほとんどなく巨大なエンクレーブ（飛び地、少数）

において実施されるだろうという懸念は残る。潜在的な欠点にもかかわらず、そのような巨

大な潜在性を簡単に無視することはできない。従って、緩和シナリオでは2030年以降での再

生可能エネルギーによる発電の重要な選択肢の一つとして含んでおり、2050年において総発

電量のおよそ7.5%を供給する。 

z バックアップ電力源としての天然ガス：太陽エネルギーの間欠性と貯蔵に関する制約の克服

に役立つ最後の、しかし重要な選択肢は発電に天然ガスの使用を継続することであるが、た

だし緊急またはピーク時の電力源としてのみである。高効率な天然ガスは石炭や石油火力発

電よりKWhあたりの排出ガスは大幅に少ないが、緩和シナリオでの非常に低い排出ガス目標

ではベースロード電力として天然ガスを使用することを排除している。しかしながら、緩和

シナリオにおいて天然ガスの使用は風力が利用できない時にバックアップ電力の供給を支援

するために風力/CAESシステムでは求められ続ける。同様に、限られた量の天然ガスバック

アップは、太陽熱の輸入がベースロード電力源として機能することを可能とするために要求

されると予想される。この天然ガスは2050年以降にバイオ燃料に最終的に置き換えられるだ

ろう。この点はシナリオにおいてバイオ燃料消費上の全体的な資源の制限により緩和シナリ

オでは考慮されていない。 

再生可能エネルギーベースの緩和シナリオに含まれる有望な技術選択肢は非常に多く存在する

が、どの技術が最終的に勝ち残り現れるのか予測することは依然として困難である。これら選択

肢の多くはコスト、技術的適合性や社会的許容度について大きな不確実性なままである。このた

め、緩和シナリオは潮力、波力、地熱、バイオマスや自治体の固形廃棄物(MSW)、太陽光発電に

太陽熱利用（自国内及び中東、北アフリカからの輸入の両方）、そして陸上および海上風力を含む

異なる種類の再生可能エネルギー技術のバランスの取れた開発を反映するようにしている。 

この多様性はまた、異なる季節におけるより良い利用可能性を備えた技術間で、また北ヨーロッ

パでより利用可能な資源（風力、水力、波力、潮力発電）と南部でより利用可能な資源（太陽光、

地熱）の間で良いバランスレベルをもたらす。 

 

 

表1：2030年におけるEU27カ国の再生可能エネルギー潜在量 
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(p.36) 
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4.6.5 結果 

図24は緩和シナリオにおける発電量の変化を示している(TWh)。要求を満たすため急速に成長

すると想定される再生可能エネルギー源からの発電と共に、いかに石炭、ガス、石油と原子力発

電が迅速に廃止されているか注目してほしい。また、他のシナリオと異なり、ベースラインと比

較して全体的な発電レベルの大幅な減少を想像するものではないことにも注意する価値がある。

事実、緩和シナリオにおける発電量は需要サイドにおける大幅なエネルギー効率の改善にもかか

わらず2030年まではベースラインシナリオと同様である。これは局所的な化石燃料の燃焼は可能

な時期に取りやめるというシナリオ設計において用いられた全体的な電化戦略によるものである。 

図24：緩和シナリオにおける発電内訳 

 
 

2030年以降、効率対策が支配的となり、全体的な発電レベルはわずかに下降する。この減少は、

他地域へ電力輸出の機会として利用されるかもしれない、または、水素のような炭素ゼロエネル

ギーの生産のため動力として利用されるだろう。もし残った化石燃料利用が水素エネルギーに置

き換えられれば、シナリオにおいてさらに全体的な温室効果ガスの追加的な削減が可能となるだ

ろう。しかし、この可能性はシナリオにおいては定量化されていないことを記しておく。 

緩和シナリオにおいて要求される発電所容量に関しては（GW）、求められる容量の伸びは怖気づ

かせるようなものに見えるが、最終的には達成可能である。化石燃料や原子力施設は図25で示し

ているように閉鎖を求められるため、本質的に利用可能性の低い風力、太陽、波力や潮力資源の

ため大容量が要求されるだろう。全体的なEUの電気システム容量（中東や北アフリカからの太陽

熱輸入を含む）は2倍以上必要となり、その大半は風力と太陽熱電力からの追加的なものだろう。

2025年以降、大半の風力と太陽エネルギー設備は、ベースロード電力源として供給できるように、

そして末端まで新しい送電線の必要を保つために、局所的な貯蔵選択肢が含まれるだろう。 

上述したように、シナリオは各国の主要な種類の再生可能エネルギーの経済的ポテンシャル（表



 

 50

1参照）以下に発電レベルを保つよう設計されている。にもかかわらず、前述したようにそれら再

生可能エネルギー施設が建設されなければならないスピードは、特にシナリオでは極めて早期

（2020年から2030年）に大幅な追加が要求されているので並外れた難題である。 

図25：緩和シナリオにおける発電潜在量 

 
(p.37) 

4.7 熱伝併給(CHP) 
緩和シナリオは図26で示すように熱の地域集中生産へのかなりの需要を含んでいる。これら需

要は建物の暖房（と潜在的には冷房）に利用される低温度区画熱と工業過程に利用される高温度

加工熱の両方を含んでいる。前のセクションで説明したように、緩和シナリオは、特にCHPまた

は区画暖房のインフラがよく整備されている国において可能な時はいつでも建物と産業は化石燃

料の直接燃焼から熱へと変更すると仮定することにより熱需要を最大化するように設計されてい

る。このアプローチにもかかわらず、緩和シナリオでの高レベルな効率化利益はCHPからの全体

的な熱需要が著しくシナリオ期間後半部において減少することを意味している。 

それにもかかわらず、緩和シナリオにおいてCHPが鍵となる低炭素技術を代表しているのは主

に3つの理由からである。 

z 最初に、CHPは熱と電力の両方を産み出すことができ、その電力と熱の発生効率は合わせて

2050年までに80%に近づく高効率技術であるということ。これは熱効率約40%程度で電力の

みを発生している現在の先端化石燃料発電施設と比較できる。従って、CHP施設は緩和シナ

リオにおいて熱需要を満たすため操業されると仮定するが、それらはまた大量の電力をも供

給もする（セクション4.6の電力発生量チャート参照）。 

z 2つ目に、図27に示すように緩和シナリオではCHPは完全にバイオマス燃焼のものになる。



 

 51

それにより熱と電力をほぼ温室効果ガスを排出することなく供給できる。すべての国が暖房

システムを完全にCHPベースに、そして2050年までには完全にバイオマス使用に転換もしく

は再点火すると仮定している。この作業は現在セントラルヒーティングが主に石炭で行われ

ていて、いくつかの施設が電力を産みださない熱供給のみを目的としているポーランドやブ

ルガリアのようないくつかの東ヨーロッパの国で最大のものとなるだろう。これらの国々は

そのような変化を実行するためにはEU隣国からの資金援助を必要とするだろう。またそのよ

うなシステムに求められるバイオマス量は表1に列挙されたバイオマス生産量の十分な制限

内であることにも注目してほしい。しかし、増加している世界人口と併せて避けることので

きない気候変動（特に降雨量の減少）はおそらく、生産または輸入によるヨーロッパの食料

供給能力に大きな影響を与えるだろう。これはヨーロッパにおいて食糧とバイオエネルギー

間での追加的な土地利用競合を作りだすだろう。これら圧力のいくらかはCO2施肥により増

加する生産とより良い種子により相殺されるかもしれないが、降雨、灌漑、より強力な気象

の決定的な要因はこれらポジティブ要因を大きく圧倒するだろう。これはヨーロッパ域内で

バイオマスの大規模増産がなされる前により多くの調査研究が必要な領域である。 

z 3つ目に、少なくとも暖房が必要な季節においてCHPはベースロード電力と等しいものを供

給するだろう。それは建設される必要のある間欠性再生可能エネルギー施設量の減少を支援

し、緩和シナリオの後半年において非常に価値のあるものとなるだろう。 

図26：緩和シナリオにおける熱需要 

図27：緩和シナリオにおけるCHPエネルギー源 

 
 

 

(p.39)  
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4.8 一次エネルギー需要 
図28は緩和シナリオにおける一次エネルギー必要量を示したものである。すなわち全ての前述し

たシナリオの仮定と計算の直接結果である。原子力はより適応に長期間を必要とするフランスの

ようないくつかの国を除き早々に段階的廃止される。石炭は2035年までに完全に除かれる。2050

年までに石油消費はいくつかの鍵となる交通輸送部門（航空旅行、船舶輸送、バス、陸上貨物輸

送）を除いて排除される。天然ガスは2050年にも残っているが主とて再生可能エネルギーベース

電力システムのバックアップ燃料としてのみ用いられるよう制限される。水力発電は調査期間全

体に渡りおよそ一定であり、バイオマス消費も同様であり、貧しい家庭でのバイオマス利用の自

然減とCHPシステムでの利用増加はおよそ釣り合う。残った一次需要量はすべて、陸上および海

上風力が非常に大きな選択肢であるが、異なるタイプの間欠性再生可能エネルギーである。それ

ぞれの再生可能エネルギー資源での年間必要量はEU27カ国全体および各国内での経済的ポテン

シャル（表1参照）を十分下回ったままである。 

図28：緩和シナリオにおける一次エネルギー需要 

 

4.9 排出ガス結果 
図2で示したように、緩和シナリオでは温室効果ガスが大幅に減少する結果となる。これはもち

ろん驚くことではなく、シナリオの主な設計基準として排出目標が設定され、明快に「バックキ

ャスト」として設計されているためである。 

全体として温室効果ガスは1990年基準で2020年に40%、2050年に90%減少する。図29は異なる

部門の削減への貢献を示しており、発電、交通輸送、熱生産部門が最大の減少をもたらしている。

図30は同削減を各国ごとの達成量で示したものである。大幅な削減が達成されるのは大きな、現

在最も炭素集約的な国、ドイツ、イギリス、イタリア、スペイン、ポルトガル、であることは驚

くべきことではない。フランスは大きな国ではあるが、その発電はすでに原子力により独占され

ているので温室効果ガスの削減潜在性はイギリスやドイツより低い。 
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図31はEU27カ国においてどの程度1人当りのエネルギー部門別温室効果ガス排出が下降する

かを表している。いかに全ての国の排出ガスが1人当たり1tCO2の非常に低い年間温室効果ガスに

向けて縮小、収束しているかに注目してほしい。2050年においても各国間での差異は残っており、

それは部分的には、スタート地点の違いや各国での再生可能エネルギーベースの違いによるもの

である。この技術分析はEU27カ国間での負担共有問題明確に対処していないことにも注目してほ

しい。緩和シナリオは技術的可能性を示すことのみを意図している。EU域内での公平性問題は別

途対処される必要があるだろう。 

図29：セクター別温室効果ガス削減予測 

 

図30：国別温室効果ガス削減予測 

 
図31：各国のエネルギー部門の温室効果ガス排出（１人当たり） 
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(p.41) 

4.10 域内対策の費用 
この報告書は緩和シナリオの費用の詳細な経済的評価として意図していないが、ここにシナリ

オの費用計算の一部を示す。2010年から2020年の間で緩和シナリオの増分正味現在価値(net 

present value)をベースラインと比較して見積もっている。技術および燃料の将来費用を予想する

ことはたとえほんのわずかの時間枠内においても困難である（あらゆるエネルギーモデラーが近

年の燃料価格急騰、その後の崩壊の予測に失敗していることを我々は目撃している）。2050年に

渡る期間で費用と価格の予想を試みることは、おそらく桁違いに困難である。このため、ここで

は2010年から2020年の期間での緩和シナリオの非常におおまかな費用予想のみを試みている。 

我々の見積もりは部分的であり、いつくかの需要部門での対策の見積もりのみを含んでいる。そ

れは家庭、サービス、交通輸送での増分資本、運転と維持費を含んでいるが、より予想が困難で

あり、そして更に大きな不確定性の対象である産業、農業と非エネルギー部門は含まれていない。

供給サイドにおいては、発電、送電と流通での資本、運転維持費用の見積もりは含んでいるが、

CHPと精製部門の費用または便益は含んでいない。 

コスト見積もりはIEA (IEA, 2008d)による世界平均燃料価格予想を、IEAのEnergy Technology 

Perspectives Report (IEA, 2008a)を含む様々なところから参照した現在、未来の技術コスト予想

と合わせて基本とし、IAEA (Howells, 2009)、ドイツ航空宇宙センター (DLR, 2006)とマッキン

ゼー社 (Mckinsey, 2009a; 2009b)からの予測で補完されている。 
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LEAPモデルシステムでの費用便益の標準的な会計計算はベースラインシナリオと比較し緩和

シナリオの増分累積割引費用が計算された。5%の現実的割引率が2010年以降全ての費用に適用さ

れた。 

2020年までのベースラインシナリオと比較して緩和シナリオの総正味現在価値(NPV)は1兆

9,400億ユーロにのぼる。 

これは以下の部門別トータルで構成される（全ての数値は2005年価値での1兆ユーロ単位で示

している）： 

Demand-side efficiency investments 需要サイド効率化への投資: €1.84 

Transmission and Distribution 送電と配電: €0.05 

Electric Generation 発電: €0.59 

Fuel Savings 燃料節減: - €0.54 

Total NPV 総正味現在価値: €1.94 

この価値は緩和シナリオにおける2010年から2020年までのヨーロッパのGDP (111兆ユーロ)の

NPVの約1.7%である。上述したように、これは費用予測（特に燃料費用）に非常に敏感な、部分

的でおよその予測である。 

これら予測は様々な他の研究調査、最近のアッカーマン（Ackerman）らの報告「350ppmの経

済学：気候変動対策の利益とコスト」”The Economies of 350: the Benefits and Costs of Climate 

Stabilization” (Ackerman et al, 2009) の中で再吟味、議論された研究などと一致している。その

報告書の中で著者は以下のように述べている。 

温室効果ガス削減シナリオの費用予想には大きな幅がある。極端なところでは、たとえ

最近アメリカの法で求められているような緩やかな削減であっても経済を不自由にす

ると主張しているビジネスロビーもいる。他方で、幅広い削減政策（次の3世紀の間に

おいてCO2の350ppm安定化に要求されるものよりは緩やかではあるが）は燃料費用低

下により全体的にはお金を節約できると主張する環境擁護グループもいる。 

この評価を将来の見通しに適用してみるのは有用である。気候変動の費用が幅の上限、GDPの

2.5%、であると仮定すると、「これは大きな費用なのか？」と尋ねることができる。これに答え

るために再びアッカーマンの著述を引用する（わずかに校正している） 

年間2.5%で成長する経済において、毎年気候保護にGDPの2.5%を費やすことは一年間

成長を遅らせることに等しいだろう。平均的な収入が今日のレベルから2倍となるには

気候保護に費用をかける場合では28年かかるのに対して（気候保護に費用をかけない

場合では）29年かかるだろう28。 

もう一つの比較を考えると、軍事費用は世界68カ国においてGDPの2.5%よりずっと多

く費やしている。従って、遠くにあるが我々の生活にとって危険な脅威から守るために、

                                            
28 注意：これは一年分の GDPを飛ばすことを意味していない。単に GDPの成長を一年飛ばすことを意味している。 
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我々がこの2.5%を現在の消費から取り除くことが不可能であるとは信じがたい。潜在

的な危険に関する異なる話を基にすると、我々はすでに同様のことを年々行っている

（毎年2.5%以上を軍事費に用いている）。 

この1-3%幅はまた、気候保護のための行動をとらない場合の費用予測に対して比較が可能であ

る。おそらくこの観点において最も権威があるであろう「気候変動に関するスターンレビュー 

(Stern, 2006)」によると世界的GDPロスは少なくとも5%だがおそらく20%以上に上るだろうと予

測している。従って、制御できない気候変動の費用は金融危機に対処するための今日議論されて

いる金融出動の規模よりもはるかに高いだろう。その上、大幅な温室効果ガス削減の実行遅延は

費用を増加させるだろう。 

従ってまとめると、気候変動の明らかに災難をもたらすリスクを本気でとることに備えると仮

定すると、EU GDPの1-3%は大きな費用ではない（この議論の背景においては）。 

 

(p.43) 

5. 更なる削減のための選択肢 
 

セクション4で説明したように緩和シナリオは、2050年までに大幅な温室効果ガスの削減が技

術的に可能であり経済的に管理可能であることを示している。しかし、これらの削減レベルでさ

え地球の気候を保護するに十分ではない可能性も十分ある。おそらく、世界は350ppmCO2の大

気濃度レベルへとより早く戻るために更なる削減に向かって進む必要があるだろう。では、排出

ガス削減のために更に何をすることができるだろうか？ 

緩和シナリオに含まれていない多くの選択肢がすでに明らかである。大半は重大な欠点を伴っ

ているが、もしすでに緩和シナリオに含まれている選択肢の十二分な活用を超えて更に努力が必

要であると最終的にわかれば、そのような将来の万が一の時に可能性のあるものとして、せめて

それらを列挙しておくことは有用であるだろう。 

z まず、第2世代バイオ燃料が交通輸送部門（主として陸上交通、航空と船舶輸送）において残

っている化石燃料ベースの排気ガスを抹消するための重要な選択肢として持ち上がるだろう。

European Environment Agency (EEA, 2006)の評価では、十分な量の第2世代バイオ燃料は

緩和シナリオで提案されている残りのニーズを満たすためにヨーロッパ境界内部で持続可能

に育成可能であると提案している。一部、途上国の経済的、環境的開発への潜在性における

懸念のため、バイオ燃料は現在のところ多くの環境コミュニティで望ましくないものとされ

たままであるが、特に、もし気候危機がより深刻になると科学が明らかにするならば、バイ

オ燃料は有望な長期での域内選択肢となり現れるだろう。 

z 2つ目に、CCSは緩和シナリオでは考慮されていないが、CHPシステムと合わせてバイオマ

スベースのCCSを期間後半で展開するための選択肢として再評価してみる価値はあるかもし

れない。というのは、積極的に大気からCO2を固定する潜在性があり、それゆえにたとえゆ
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っくりであるとしても大気中のCO2濃度減少への選択肢の一つたりうるためである。これは

もちろん、現在の地質学的固定容量がすでに化石燃料との使用に消費されていない時にのみ

利用可能な選択肢である。研究調査が初期段階であるもう一つの選択肢はCCSと併せた化学

的空中捕捉である。 

z 3つ目に、ヨーロッパやいたるところで自然による温室効果ガス吸収を促進するための様々な

選択肢が可能である。これらの選択肢は緩和シナリオには含まれていないが、土地利用や林

業のより良い管理がCO2をより高いレベルで積極的に固定するだろう。しかしながら、ここ

での主要な警告は差し迫った、ある程度すでに不可避な気候変動はヨーロッパの森林にその

CO2固定能力減少またはCO2放出もありえる深刻な影響を与えるかもしれないということで

ある。 

z 4つ目に、今後数十年において多くの新低炭素技術が現れることは大いにありうる。新技術が

どのような形を取るのかを予想することは困難であるが、その可能性は炭素を吸収する新し

いタイプの「グリーンセメント」や再生可能エネルギー発電技術の更なる拡大に由来する水

素燃料を含んでいる。 

現在においてこれらの選択肢を追い求めないに足る理由が存在する。それは非常に多くの研究

開発資金を要し、それにより今後数十年に必要とされる排出ガス削減を産み出す可能性の高い、

必要とされる開発選択肢を追い出す可能性が非常に高いためである。 

最後に、もし2050年までに達成される排出ガス削減が地球保護に十分ではないならば、充足性

の問題が再検討されるだろう。主要な専門家が「我々は自然と交渉することはできない」と指摘

しているように、気候変動の科学において妥協することは不可能であると指摘することはもちろ

ん重要である。シナリオでは大半の活動の排出ガス強度は大幅に削減されているとすでに仮定し

ているため、追加的な充足性対策が経済の残りの集約的な部分において最も有効な目標とされる

だろう。最も明らかな領域の一つは更なる個人当りの航空旅行の削減である。 

 

(p.44) 

6. 国際的義務：負担の共有 
 

気候危機に対する有意義な解決方法は、ヨーロッパだけでなく世界の排出ガスの緊急かつ全面

的な軌道変更を促さなければならない。しかし、そのような世界的変化は開発を妥協しない時に

のみ、実質的に実行可能であり、政治的に許容されることができる。たとえ差し迫った気候危機

に面しても、途上国は同じ位に緊急で深刻な貧困と開発危機に直面し続けている。これを考慮す

ると、途上国は貧困撲滅や生活水準の向上を危険にさらすいかなる気候制度も拒否すると考えら

れる。 

この論理的意味は、気候制度は発展を明確に保護する一方で国ごとの炭素緩和責任の規模を透

明性をもって定義する負担共有アプローチに基づかなければならないということである。特に、
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そのようなアプローチは途上国が発展の展望を弱体化させる世界的気候変化の費用負担を問われ

ないように保証しなければならない。 

以下に、そのような負担共有アプローチの一つ –Green Development Rights (GDR)フレーム

ワーク29：発展する権利を保護するように明確に設計されている- のヨーロッパへの影響を検討し

ている。GDRsフレームワークは一方で気候危機により求められる緊急性をもって世界的排出ガ

スが削減されるが、他方で途上国の発展権利が保護されることを保証することを狙ったアプロー

チである。特定の「発展しきい値（development threshold）」を下回る個々の国々の保護を目的

とする方法で、国家間での負担共有を定義することにより後者を達成する。しきい値以下の人々

は適切な優先権を持って発展するよう取りはからわれ、従って厳しく制限された世界炭素収支以

内に社会全体として保つことに関連した義務を負わない。他方で、しきい値以上にいる人々は発

展する権利を自覚していると見なされ、他者のために権利を保護する義務に耐えるものと見なさ

れる。実証的研究によると、およそ1人1日約US20ドル（約13ユーロ）30の発展閾値は伝統的な貧

困の発生（栄養失調、高乳児死亡率、低教育普及度、相対的高食費）が典型的に大幅に見られな

くなる収入レベルに対応しているだろうとしている。 

各国は「公正さに基づいて共通であるが差異のある責任とそれぞれの能力、社会的経済的状況

に合わせて」気候を保護するべきであるというUNFCCCの根幹を成している基本的原則に訴える

ことにより、GDRsフレームワークは世界的負担共有フレームワークの元で国ごとの義務を計算

している。締約国の義務における全ての位置決めと交渉のための開始点としてこの宣言の基本的

重要性を前提とし、GDRsフレームワークは各国の責任と能力を定量化するため直接的方法を用

いている。 

通常なされるように、GDRsアプローチは気候問題に対する責任を表示すると解釈され、累積

温室効果ガスを適切な指標として採用している31。そして能力を気候問題解決に投資するための

金融資金を表示するものと解釈し、収入を能力の適切な指標として採用している。しかし、GDR

アプローチは、前述した発展しきい値に関してこれら指標の両方を分析する他の提案されている

気候フレームワークとは異なる。より具体的に言うと、能力を発展しきい値以上の収入と定義し、

責任を発展しきい値以上の消費に対応した排出ガスとして定義している。 

これら負担共有原則は、世界的気候体制下での各付属書Ⅰ国の義務の明白な量的分析のための

基本を供給する。国際気候体制の次段階において、先進国はUNFCCCに記されている「気候変動

およびそれが原因の悪影響との戦いにおいて先導する」という誓約を満たしているかどうかに関

                                            
29 Greenhouse Development Rightsフレームワークについては、Baer et al., (2008)を参照のこと。資料は、
www.GreenhouseDevelopmentRights.org で利用可能である。 
30 注意：この収入レベルは購買力平価基準（PPP）であり、従って市場の為替率に変換されれば、途上国通貨ではより低い収
入レベルに変換される。発展しきい値の選択に関しての十分な説明は Baer et al. (2008)を参照のこと。 
31 この分析のために、我々は 1750年を累積排出ガス計算の開始年としている。これは最も包括的なデータベースが利用可能
となった始めの年であり（http://cdiac.ornl.gov 参照）、そして実質的に全ての化石燃料由来排出ガスが発生し始めた産業革命が
十分に興っている年である。他の開始年の選択に関して議論が起こりうるであろうが、Annex1国の間での責任割当を大きく変
えるものではないだろう。 
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して慎重に判断されている。この次期間の間に先進国は貧困と炭素を基本とした成長を置き去る

ことができるという豊富な証拠を非付属書Ⅰ国に供給するための十分な機会を持っているだろう。 

以下の表2は2020年までのEU27各国のGDRs分析結果を示している。RCIと表記している列は付

属書Ⅰ国全体に対するパーセンテージとして各国の責任と能力の平均である。このRCI指標に

2020年に世界的に必要とされる緩和総量（およそ15GtCO2e）を掛けると、各国の排出削減義務

（Total Obligationと記した列の下に示される）をもたらす。総合的義務は絶対量（MtCO2e）で

示され、1990年排出量を下回り求められる削減量のパーセンテージの点で示されている（これは

1990年と2020年の間で予想される各国のベースライン排出量変化、ある国ではポジティブであり

他国ではネガティブである、を考慮に入れている）。EU27カ国全体として、2020年の総緩和義務

は1990年レベルで103%の削減である。 

このレベルの排出削減はもちろんEUの2020年目標として採用された20%削減目標と比較する

と、または相応の国際合意下で提案されるある程度より意欲的な30%削減目標と比較しても、大

幅なものであるように見える。明らかに、この規模の緩和義務は、一方で自国内削減の実行、他

方で国際的に緩和への投資という2重の義務として理解された場合にのみ有意義である。 

FoEにより立ち上げられたBig Askキャンペーンのような先進国における強力な自国内緩和と

適切な国際的な支援のレベルとの両方への市民社会の支援を集めているイニシアチブの根底にあ

るものはこの論理である。ヨーロッパにおいて、そのキャンペーンはEUに2020年までに適切な

レベルの国際支援と共に40%の域内排出削減を求めている。UNFCCCの元での先進国の義務と一

致して、この支援は途上国の計測、報告、立証可能 (MRV)な国家的に適切な緩和行動 (NAMAs) 

に加えて気候変動の影響への適応支援への合意された完全な増加分コストをカバーする新規の追

加的な公的資金、キャパシティビルディングや技術を交付することを意図している。このお金は

ODAとしてGNIの0.7%に達する現在あるEUの国々の誓約に追加的であると意図されている。 

表2は”Domestic Reduction”列の下においてセクション3.5において示された緩和分析の最終結

果を示しおり、EUの全体的な40%目標と一致してEU各国での2020年までに達成される排出削減

を示している。各国にとって、ベースラインと比較した削減量をMtCO2eで示しており、また1990

年レベルからの削減をパーセンテージで示している。 

EUの40%目標に必要な自国内削減量（累積で1,713MtCO2e）は、GDRs分析により示された

EUの総削減義務（4,685MtCO2）のわずか1/3にすぎず、大幅な追加努力を国際的緩和への資金

や技術の形で要する。これは各国において同様に真実である（自国内削減のEUの40%目標への貢

献がそれぞれの総義務を十分上回る大きさであるポーランドとルーマニアは興味深い例外である。

従ってこの両国は国際的な資金義務がないだけでなく、残りのEU国から補償支援を得る資格も有

するだろう）。表2はまた国際金融や技術支援を通して達成されなければならないであろう残りの

緩和量である”International Obligation（国際的義務）”も、MtCO2eで示している。 

資金面において国際緩和義務の正確な規模を知ることは有益であるだろうが、削減費用につい

ての不確実性が残る。表2は、それゆえに、2020年での2種類の想定される排出削減平均コストレ
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ベル、1tCO2eあたり50ユーロおよび150ユーロ、に換算し国際緩和義務の潜在的費用を表してい

る。これらは、もし累積気候緩和費用が総世界生産のそれぞれ1%または3%であるとした場合の

平均費用に対応した相応な境界である。最終結果は低い費用見積もりの場合に2020年において約

1,500億ユーロであり、高い費用見積もりの場合は4,500億ユーロである。それらはEUの予測され

る2020年時GDPのそれぞれおよそ1.1%、3.3%である。 

EUの総費用の大部分は15のオリジナル（そしてより裕福である）EUメンバー（EU15）によ

り産み出されるものであることは注目に値する。EU15の国際義務はEU全体の総費用の95%以上 
表2：2020年のGDRs分析結果 
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にのぼる。これは単にこれら国々の世界的気候変化を支援するためのより高い能力、責任や対応

するより多くの義務割合を反映している。 
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また、たとえ必要な国際支援が費用の高い方、2020年4に,500億ユーロ、であるとしても、EU

が負担可能なコストであることにも注目に値する。EU15の国々において、費用は平均で1人1日

あたり3ユーロ以下であるだろう。EU12の国々では、1人あたりの平均費用は大幅に少なくなる。 

EUの政策決定の現状を考慮すると、全ヨーロッパに渡る40%削減に加えて世界GDPの1 – 3%間

の国際緩和支援は今日では政治的に非現実的であるように見える。しかし、先進工業国において

この規模での削減がなければ2度のしきい値を超えるだろうと科学は明らかにしている。そして途

上国が気候負担の公平な割合以上に耐えることを、また先進国からの主要な支援なしに大幅な排

出削減を選択するとは世界の貧困および低開発危機の現実からして考えられない。これらの教訓

は、もしEUが次世代へ安全な地球を維持するという自身の誓約に敬意を払いたいのであれば、そ

して2度以下に温暖化を保ちたいのであれば、それは「政治的に実現可能」という定義を世界が直

面している気候と開発の窮状の現実に合わせ再調整された場合にのみ起こるであろう、というこ

とである。 

 

(p.48) 

7. 結論および提言 
 

科学がたとえ2度の温暖化であっても我々の地球にとっては非常に危険であるだろうと明らか

にしても、多くの人々はこのレベルの温暖化、またはさらに高いレベルの温暖化でさえ防ぐこと

が可能だろうという自信を急速に失っている。しかし気候の破滅的結末は避けることができる。

そのようにすることは政治的リーダーシップと勇気ある政策指導力を要する。 

本報告において、我々はいかに気候変動に対処するための負担を公正に分担するかをヨーロッパ

へ特定の計算と共に証明するための原則としてGDRsフレームワークを用いた。ヨーロッパは

2020年までに1990年レベルで103%下回る総緩和義務、これはEUが2020年目標として採用した

ものよりも大幅に高い、があることを示した。明らかにこの数字は2重の義務として理解された時

にのみ意味をなす。すなわち一方で自国内削減の実行、他方で国際的に緩和へ投資することであ

る。我々の分析ではEUは1990年レベルで2020年までに40%、2050年までに少なくとも90%の域

内での緩和が達成可能であることを示している。我々の計算はまたGDR分析に基づくEUの国際

的な資金義務を満たす誓約に必要な資金は2020年において平均緩和費用幅により1,500億ユーロ

から4,500億ユーロの間、緩和シナリオで予測されている2020年のGDPのおよそ1.1%から3.3%、

でああるだろうと示している。そしてその圧倒的大半（95%以上）は比較的豊かであるEU15メン

バーの責任となるだろう。 

我々はまた上記で定めた自域内排出削減目標の達成を可能にする低炭素未来への移行にヨーロ

ッパが着手できるかどうか、そしてどのように着手するのかについて検証している。そのような

移行は国際カーボンオフセット計画を考慮しない一方で原子力施設の段階的廃止、そして化石燃
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料ベースの発電へのCCSまたは交通輸送への食物燃料の利用に訴えなくても技術的に実行可能で

あると結論した。 

しかしながら、この特定の緩和経路を唯一の支持として我々の報告を読むべきではない。この

報告は科学が必要であると明らかにしている高い削減が過度の経済的痛みなしに実際に達成可能

であることを示しているが、それはここで示したものより社会的、経済的そして政治的により好

まれるものであるかもしれない他の道筋をたどっても等しく達成されるだろう。 

どの道筋が選択されたとしても、ある一つの点は全く明らかである。すなわちそれは同時に起こ

らないということである。それには偉大で勇敢な政治的リーダーシップと普通は戦時中に見られ

る様な類いの主要な努力の結集を要する。 

現在のEUの気候・エネルギー政策はそのような大幅な変化が政策において進んでいることを示

している有望なシグナルを何も送っていない。それらはむしろ2度レトリックへの順応に失敗する

か、また単純に「大望」である弱い目標により特徴づけられる。それは経済全体で主流化される

全体に関わる気候対策の欠乏であり、EU域内での排出削減よりもむしろオフセットによる削減へ

の依存であり、途上国の緩和や適応を可能とし支援するための公的資金や技術の欠乏である。つ

まり、我々を2度を超える温暖化の道筋へと確実にのせる政策の組み合わせである。 

もしEUがこの傾向から転換し気候におけるリーダーシップの地位を負うならば、気候変動に取

り組むインセンティブの導入は住宅から交通輸送、農業からエネルギー生成までの全てのEU政策

決定において迅速に基本指針とならなければならない。EUは有意義な排出削減を迅速に達成する

ことが可能な十分に調整された、本報告で議論、分析されたような対策からなる全体に関わる「気

候保護フレームワーク」を採用する必要があるだろう。 

そのようなフレームワークはメンバー国が国家レベルで経済の全ての部分において温室効果ガ

スを制御する強力な国家的気候法の導入を確実にすることができる。これら気候法は必要な速度

で毎年排出ガスの減少を確実にするだろう。それは途上国が気候変動に取り組み、気候変動の結

果に適応するための支援に必要な公平な資金分担の支払いを政府に義務化することによってより

気候正義を達成するだろう。気候危機に対処するためにはEU域内および国際的に公平性の問題に

対処することを求められるだろう。フレームワークは、従って、EU国間およびEU各国内間の両

方で不平等に対処することを確実にするべきである。 

近年気候危機に対応することへの関心が明らかに大きな波となっているが、我々は必要とされ

ることをすることからはいまだほど遠い。さらには、この10年で世界排出ガスが下降し始めるこ

とを可能とするためには必要とされる動員はすぐさま始める必要がある。素早く、決定的な行動

の失敗は実質的には2度を大きく上回る危険な温暖化を保証するものである。 

2010年から2020年の間でのヨーロッパにおける自国内での流動化の初期費用はEU GDPの1 – 

3%の幅であるだろう。加えて、途上国の緩和に必要な国際的支援費用は別個にEU GDPの1 – 3%

であるだろう。これは決してわずかな金額ではないが、法外な費用でもない。事実、我々が直面
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している喫緊の問題背景を考えるとわずかな費用であると考えられさえもする。この費用幅の上

端でさえ、行動しない場合の費用よりもまだ少ない、おそらくずっと少ないものであるだろう。 

この調査が示しているように、技術は開発される機会を待っている。そして経済コストは全く

耐えられるものである。ヨーロッパが世界的に気候問題へのリーダーシップの地位を得ることを

妨げているものは明らかに唯一政治的意思の欠落だけである。 
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9. 付属 
 

9.1. SEIの LEAPエネルギーモデリングシステム 
本研究で描かれるシナリオは SEIの LEAP エネルギーモデリングシステム（Heaps,2008）を

使用して導き出されている。この LEAPモデルは、本研究のベースラインシナリオおよび緩和シ

ナリオにおけるエネルギー消費・生産や温室効果ガス排出、コストと便益との分析を行ううえで

の主な枠組みとして使用した。この LEAP データセットには、EU27 カ国の詳細な情報を含み、

各国ごとや EU全体での分析結果を示すことができる。 

LEAPに関してさらに詳しい情報は、www.energycommunity.org を参照いただきたい。LEAP

と LEAPデータセットは、同ウェブサイトからダウンロードできる。 

 
図 32：LEAP：Long-range Energy Alternatives Planning system 
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9.2. シナリオデータ一覧 
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